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　中央大学論集　第35号　2014年 ２ 月
はじめに　﹁尖閣諸島﹂問題を理解するには、関連する歴史をある程度は知っておく必要がある。　尖閣諸島（図１）
は、遠く中国地域明朝・清朝の時代にも、また
一九四〇年以降から現在に至るまでも無人島であるが、日本政府は一八九五年一月一四日、日清戦争の末期に領有を決定し 人が居住を開始して一九四〇年まで居住し、生産活動を行なっていた。明朝とマンジュ
（満洲）
族清朝が尖閣諸島の領有を主張したことはなく、
日本人の居住期間およびその後も一九七〇年に至るまで、清朝も中華民国
（一九一二年樹立）
も中華人民共和国
（一九四九年樹立）
も、尖閣諸
島について公式に領有を主張したことはまったくなかった。　
しかし、中華民国
（台湾）
と中華人民共和国は一九七〇年から領有
権を主張し始め、 中華人民共和国政府は現在、 ﹁日本が釣魚島を盗んだ﹂と非難している。 ﹁盗んだ﹂と言うなら、尖閣諸島は明朝・ 朝のものであったことが論証されなければなら いの
だが、そのような論拠
は
あるのだろうか。
　
尖閣諸島問題をめぐる歴史
斎藤道彦
　
筆者は当初、 ﹁尖閣問題総論﹂
（はじめに、 Ⅰ．尖閣諸島問題をめぐる歴史、
Ⅱ． ﹁尖閣諸島
?
中国領﹂論の系譜、 Ⅲ．党国家主義と﹁近代国家﹂の枠組、 Ⅳ．
日本のマスコミ論調と尖閣シミュレーション、 Ⅴ． 結論、 Ⅵ． 尖閣関連参考文献、Ⅶ．尖閣関連資料）
を発表するつもりだったが、分量等の関係で一度に
まとめて出すことが不可能になった。本稿は、そのⅠの部分である。Ⅱの一部
（ ﹁二一世紀﹃中国﹄エピゴーネン﹃尖閣﹄論批判﹂ ）
は中央大学
図１　南西諸島
沖縄県立図書館史料編集室編集『沖縄県史資
料編Ⅰ民事ハンドブック　沖縄戦Ⅰ（和訳
編）』（那覇出版社　1995年３月）
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（二〇一四年一〇月出版予定）
に発表するので、参照され
たい。
　
　
なお、引用文中の
︹
　
〕
内は斎藤による注であり、引用文中その他
のゴチ・ルビも斎藤による。１．琉球国・明朝・清朝　
日本の本州・九州と南西諸島の関係については、七二〇年に完成し
たとされる﹃日本書紀﹄の卷第二十二﹁推
すいこ
古天皇
　
豊とよみけかしきや
御食炊屋姫
ひめの
天すめら
皇みこと
﹂に次の記載がある。現代語訳で見てみよう。
　　
﹁二十四年
︹西暦六一六年〕
春一月に桃・李
すもも
の実がなった。
　
 　
三月、掖
やく
玖
（屋久島）
人が三人帰化してきた。五月、屋久島の人
が七人帰化した。秋七月、また屋久島の人が二十人来た。前後合せて三十人。すべて朴井
（岸和田辺か）
に住まわされたが、帰郷を待
たず皆死んでしまった﹂
（宇治谷孟﹃日本書紀（下） ﹄一〇八頁
　
講談社
　
一九八八年八月）
。
　
 　﹁二十八年秋八月、屋久島の人が二人、伊豆の島に漂着した﹂
（ ﹃日
本書紀（下） ﹄一一〇
頁）
。
　
浦野起
たつ
央お
は、 ﹁掖玖人﹂を﹁琉球人﹂としているが
（ ﹃ ︻増補版︼ ︻分析・
資料・文献︼尖閣諸島・琉球・中国︱︱日中国際関係史﹄八七頁
　
三和書籍
　
二〇〇五年五月）
、 ﹁掖
やく
玖﹂ と読むなら宇
うじ
治谷
たに
孟つとむ
訳のように ﹁屋久島人﹂
とするのが正しいのだろう。ただ、 ﹁掖﹂の音は﹁えき、 やく﹂であり、﹁玖﹂の音は﹁きゅう、く﹂なので、 ﹁掖玖﹂が﹁屋久島﹂のみを指したかどうか、あるい琉球を指した可能性があるのかどうかなどは検討の余地がある。　
江戸時代の儒学者、 新井白石
（源君
きん
美み
）
も、 ﹃南島志﹄で﹃隋書﹄に﹁夷
邪久国人﹂という記述があること、 ﹃日本書紀﹄に﹁掖
やく
玖﹂とあるこ
とを引き、 それは ﹁琉求
（琉球）
﹂ のことであると記している。 ﹃南島志﹄
現代語訳者の原田禹
のぶ
雄お
は、真境名安興の﹃沖縄一千年史﹄が﹁掖
やく
玖﹂
は﹁琉求﹂と書いていることを訳文の注に記載している
（ ﹃新井白石
　
南島志
　
現代語
訳﹄
　
榕
樹社
　
一九九六年四月）
。
　
続く﹃日本書紀﹄卷第二十三﹁舒明天皇
　
息おき
長なが
足たらし
日ひ
広ひろ
額ぬかの
天すめら
皇みこと
﹂
の﹁元年﹂
（六二九年）
には、次の記載がある。
　
 　﹁夏四月一日、田
たべの
辺連
むらじ
を掖
やく
玖
（屋久島）
に遣わした。この年、太
歳己丑﹂
（ ﹃日本書紀（下）一〇八頁﹄ ）
。
　
 　﹁三年春二月十日、 掖
やく
玖の人が帰化した﹂
（ ﹃日本書紀 （下） 一二八頁﹄ ）
。
　
以後、南西諸島からの入貢や帰化が続き、七三五年、太
だ
宰ざい
府ふ
は南島
に遣使を送り、標識を建設したという
（浦野八七頁、八九頁）
。
　
日本の本州・九州と南西諸島 間には、古くから連絡・往来があっ
たのだということがわかる。中国地域では、隋
ずい
王朝が滅び、唐
とう
王朝が
興起した頃である。　
地理概念と国家概念の区別
　　
中国地域には、いくつもの集団︱︱
それは便宜的に﹁民族﹂と呼ばれる︱︱がさまざまな王朝を建ててきた。周
しゅう
王朝は羌
きょう
人
（チベット系）
とされるし
、中国地域最初の﹁統一
帝国﹂と呼ばれる秦王朝も中原の部族集団ではなく、 ﹁西
せい
戎じゅう
﹂集団だっ
た。隋王朝・唐王朝も一部鮮
せん
卑ぴ
系とされる。宋
そう
王朝も一部テュルク系
沙さ
陀だ
族の可能性があり、元
げん
王朝はモンゴル王朝であり、元朝を倒した
のは﹁漢族﹂と呼ばれる集団の明 であったが、 ﹁漢族﹂とは とらえどころのないファジーな である。この明朝を倒したのは、マンジュ
（満洲）
族の清王朝だった。清朝は﹁漢族﹂にとっては異民族
だったので、 ﹁反満﹂意識が形成さ 、辛亥革命︱︱﹁中華﹂民国の
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樹立につながってゆくことになる。ところが、 ﹁近代国家﹂概念
（中
華民国、 中華人民共和国）
としての﹁中国﹂を地理概念としての﹁中国﹂
と混同して﹁近代国家﹂中国の領域は﹁固有の中国の領土﹂と思いこんでいる場合が少なく いことは注意を要する
（斎藤道彦﹃アジア史入
門﹄
　
白帝社
　
二〇一〇年一〇月）
。
　﹃隋書﹄によれば、隋朝の煬
よう
帝だい
の臣朱寛が六〇七
（大業三）
年と
六〇八年に﹁流求﹂に至った。浦野は、 ﹁流求﹂は﹁琉球﹂を指すとしていた
（浦野八七頁）
。 ﹃隋書﹄の﹁流求﹂は﹁台湾﹂を指すとする
説が中国史学会では主 であるが、 ﹃大明一統志﹄
（李賢等奉勅撰・長沢
規矩也・山根幸夫編﹃和刻本大明一統志﹄
　
汲古書院
　
一九七八年一一月）
に
よれば、隋の大業年間
（六〇五～一六）
に﹁琉球﹂に人を派遣したこ
とがあり、 ﹁本朝
（明）
の洪武年間
（一三六八～九八）
にこの国
︹琉球〕
は三つに分かれて、中山王、山南王、山北王になった﹂ 、と
﹃隋書﹄
の記述を﹁琉球﹂
（沖縄）
と解しており、ここからは﹁琉球﹂
（沖縄）
だということになるが ここでは二説あるという理解でよいだろう。　
台湾には王朝は成立しなかったが、沖縄には王朝が成立した。琉球
国
（琉球王国とも呼ばれる）
が成立したのは、一一八七年ごろ、舜天が
中山
（沖縄本島中部）
の中山王に即位したのが始まりとされる。
　
一四世紀中頃には、沖縄本島に北山
（山北）
・中山・南山
（山南）
と
いう三王国が成立した。明朝期　
明朝
（一三六八～一六四四）
の洪武帝
（在位一三六八～一三九八
は、
北山
（山北）
・中山・南山
（山南）
の三者に王号を送り、中山王は
一三七二年に初めて明朝に入貢した。三王国は、 明の朝貢国となった。
　
明朝は、一四〇四年に初めて冊封使を送ってきた。中山の按
あじ
司
（領
主）
尚しょう
巴は
志し
（一三七二～一四三九）
は一四二九年頃、三王国を統一し、
琉球国を成立させた。琉球の人々は当然、明朝の冊封使船が来るは
る
か
以前から尖閣諸島を知っていたに違いない。近年の研究によれば、
沖縄人は縄文人であるという　
琉球から明朝への進貢船は当初、一年一貢とされ、のちには二年一
貢とされた。琉球王朝は、進貢船のほかに接貢船、接封船、謝恩船、慶賀使船、護送船などを送り 使船は明代に一七一回送られ、明朝は冊封船を一五回、 清朝 八回、 合計五〇〇年間 二三 ってきた
（尾
崎重義﹁尖閣諸島の帰属について﹂
　
国立国会図書館調査立法考査局﹃レファ
レンス﹄第二五九号、 第二六一号、 第二六二号、 第二六三号
　
一九七二年八月、
一〇月、一一月、一二月）
。
　
足あしかが
利義教は一四四一年、薩
さつま
摩の島津忠国に琉球国を与えた
（浦野
八八頁、九四頁）
。
　
一方、 琉球が初めて明朝に進貢使を派遣したのは、 一三七二
（洪武五）
年であり、 一八七九
（明治一二）
年まで続き、 計二四一回 のぼった
（浦
野五四～五五頁）
。明朝・清朝からの琉球冊封使の琉球渡来は、明朝時
代
に一五回ないし一六回、清朝時代に八回、計二三回ないし二四回で
あ
った。
　
明の永楽帝
（一三六〇～一四二四）
は、雲南出身のムスリム
（イス
ラーム教徒）
で宦
かんがん
官の鄭
てい
和わ
（一三七一～一四三四頃）
に一四〇五年から
一四三三年にかけて七回、南海大航海を行なわせた
（ ﹃アジア史入門﹄
一六六頁）
。 この船団が尖閣諸島を見たなどと言っているものもあるが、
鄭和がわざわざ尖閣諸島近辺を通過したなどということは遠回りなのだから、当然ありえない。
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薩摩藩の島津家久は江戸時代の一六〇九年四月五日、琉球国を制圧
した
（浦野九五頁）
。一方、琉球は明朝・清朝を宗主国とした
（ ﹃アジア
史入門﹄二二五頁）
。
　
清朝時期
（一六四四～一九一一）
　
マンジュ
（満洲）
族清朝の康
こうき
煕帝
てい
（一六五四～一七二二）
は一六八三年、
澎ほうこ
湖諸島を攻撃し、ついで台湾の鄭
てい
氏を降伏させ、翌一六八四年、 ﹁福
建省﹂の管轄下に﹁台湾府﹂を設置した
（ ﹃アジア史入門﹄一七九頁）
。
　
一八四四年、 フランス船が琉球に来航し、 通商を求めた
（浦野三九頁）
。
　
一八四五年六月 イギリス軍艦サマラン号が尖閣諸島海域を測量し
た
（浦野三九頁）
。
　
一八五三年六月三日、 ﹁黒船﹂で幕末の日本 現れたアメリカ東イ
ンド艦隊司令官マシュー・カルブレイス・ペリー
（
M
atthew
 C
albraith 
P
erry ）
が一八五四年六月、琉球に現れ、七月一一日、修好条約を締
結した
（浦野三九頁、九九頁）
。
　
徳川幕府時代の尖
閣諸島調査としては、美里間
ま
切ぎり
の役人大城永保が
一八五九年に久米赤島・久場島・魚釣島の地勢・植物・鳥類を探査した
（浦野三九頁、四〇頁、一二八頁）
。
　
徳川時代における琉球の謝恩使上京は、 二〇回に達した
（浦野八七頁）
。
　
明治維新
（一八六八年）
以後
　
日本政府は一八七一
（明治四）
年、 ﹁琉球国﹂を鹿児島県に編入し、
一八七二
（明治五）
年、 ﹁琉球藩﹂を設置して外務省直轄とし、琉球国
王尚泰を琉球藩主とした
（浦野一〇四頁）
。
　
日本海軍は一八七三
（明治六）
年、琉球・台湾海域を測量したが、
尖閣諸島海域には及んでいなかった
（浦野三九頁）
という。
　
日本政府は一八七三年三月、久
く
米め
・宮
みやこ
古・石
いしがき
垣・西
いりおもて
表・与
よなくに
那国の五
島に国旗掲揚を命じた
（浦野一〇四頁）
。
　
一八七三年作成の柳樽悦編﹃台湾水路誌﹄は、イギリス版﹃シナ水
路誌﹄の抄訳で、尖閣諸島に関する記述があり、魚釣島は﹁甫亜賓斯島
（ホアビンス）
﹂ 、南小島と北小島は
﹁尖閣島
（ピンナックル）
﹂ 、黃
こう
尾び
嶼しょ
は﹁地亜烏斯島
（チアウス）
、赤
せき
尾び
嶼しょ
は刺例字島
（ラレイジ）
﹂となっ
ていた
（浦野七六頁）
。これによれば、 英語
pinnacle
の訳語に発する﹁尖
閣﹂と う名称が用いられているが、 ﹁魚釣島﹂の名称はまだ用いられていない。　
一八七四
（明治七）
年、琉球は日本政府内務省の管轄となった
（一九七〇年九月一七日﹁琉球政府声明﹂ 。浦野七五頁、二二八頁）
。
　
一八七四年一〇月の海図﹁清国沿海諸省図﹂は、 ﹁イギリス人が書
いた清国沿海図および清人が編算した大清一統図﹂によったもので、朝鮮・琉球群島・米亜哥列島
（宮古）
とともに、 ﹁和平山﹂
（魚釣島）
・ ﹁黃
尾嶼﹂
（久場島）
・ ﹁赤尾嶼﹂
（大正島）
が画かれていた
（浦野七六頁）
。
　
一八七五
（明治八）
年三月、 琉球の尚泰王が清朝に進貢使を派遣した。
日本政府は七月一四日、冊封停止措置をとった
（浦野六三頁）
。
　
伊地知知
貞﹃沖縄志﹄
（一八七七年）
には、尖閣群島・釣魚台等の記
載はなかった
（楊仲揆﹃中国・琉球・釣魚台﹄一四八頁
　
香港
　
友聯書報発
行公司
　
一九七二年五月）
。
　
日本陸軍参謀局の木村信卿編﹁大日本全図﹂
（一八七七年）
には、尖
閣諸島は記入されていない
（浦野七七頁）
。
　
明治政府はさらに一八七九
（明治一二）
年四月四日、 ﹁琉球藩﹂を廃
止して﹁沖縄県﹂を設置し、本格的測量が開始された
（浦野三九頁）
。
清朝は、 ﹁沖縄県﹂の設置に抗議したが、沖縄の帰属問題は日清戦争
（一八九四～一八九五）
によって決着した。 ﹁決着﹂とは、その後、
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一八九五年から一九四五年まで六〇年間にわたって、清朝も中華民国も中華人民共和国もそれを問題にしたことはなかったということである。　
しかし当時、清国が﹁抗議﹂したということは、琉球は清国のも
のという領有権の主張につながる可能性を含んでいた。琉球は、江戸時代に薩摩に服属する一方、清朝との間に朝貢・冊封関係があったことがその根拠だが、すでにアヘン戦争に敗北して南京条約 結ばれ
（一八四〇～一八四二年）
、清仏戦争
（一八八四～一八八五年）
に敗北し
てベトナムがフランスの植民地となり、イギリスがビルマ 領有（一八八五～一八八六年）
、さらに日清戦争後には朝鮮が﹁独立﹂に向か
うという﹁中華秩序﹂の崩壊過程 見られ ように、歴史が大きく前近代から近代に転換してゆく中 あって、琉球の清朝への服属関係の維持・確認を求める清朝の要求はアナクロニズムでしかなかった。　
一八七九年の柳田赳編﹁大日本全図
JA
P
A
N
﹂には尖閣諸島の
﹁和
平山
W
ahensan ﹂
（魚釣島）
・ ﹁黄尾嶼﹂
（久場島）
が日本領土として記入
された
（浦野三九頁）
。このほか、 ﹁凸山
N
akadaka San ﹂
（南小島、北小
島などの総称）
、 ﹁嵩
すうびしょ
尾嶼﹂
（赤尾嶼、大正島）
の名があった
（浦野七六頁）
。
　
一八七九年の松井忠兵衛編﹁大日本全県図﹂英文版でも、 ﹁和平山
W
ahensan ﹂
（魚釣島）
・ ﹁黄尾礁﹂
（久場島）
・ ﹁嵩尾嶼﹂
（赤尾嶼、大正島）
・
﹁凸島﹂が日本の版図の中にあった
（浦野七六～七七頁）
。
　
一八七九年日本内務省地理局刊行﹁大日本府県管轄図﹂には、琉球
諸島の中に尖閣諸島があり、魚釣島は﹁花
かへい
瓶島﹂の名で出てくる。そ
れは、
H
oa-pin-sun
の翻訳だった
（浦野七七頁）
。
　「琉球分島案」
　　
一八八〇
（明治一三）
年、琉球帰属をめぐる日清
間の対立について、日本が清国における通商権を得るかわりに、琉球
列島を日本領と清朝領に分ける﹁二分島案﹂ないし①宮
みやこ
古・八
やえやま
重山両
島を清国に割譲する、②沖縄本島は独立国とし日清両属とする、③奄あま
美み
群島は日本領とするという﹁三分島案﹂が提案され、二分案で
いったん合意したが、清国側の反対で流れた
（西里喜行﹁琉球分割交渉
とその周辺﹂
　
琉球新報社編﹃新琉球史︱近代・現代編﹄所収
　
琉球新報社
　
一九九二年一二月。浦野一一九～一二〇頁）
。
　
日本政府内務省地理局﹁大日本全図﹂
（一八八〇年、 一八八一年）
には、
尖閣諸島は記入されていない
（浦野七七頁）
。
　
日本の地図としては、尖閣諸島が日本領の中に記入されるのは
一八七九年～一八八一年が転換点になっているようである。　
奥原敏雄によれば、 一八八一
（明治一四）
年の﹁大日本府県分轄図﹂
には沖縄県の中に 列 を含めて る
（ ﹃朝日アジアレビュー﹄通巻
一〇号夏季号・一九 二 第二号）
。楊仲揆も、尖閣群島という用語はお
そらく明治一四年
︹一八八一年〕
に内務省地理局編印の﹁大日本府県
分
割図﹂で初めて用いられた
（一九七〇年八月二二日﹃中央日報﹄ ）
と言っ
ている。浦野起
たつ
央お
によれば、 八八一
（明治一四）
年の﹁大日本府県
管轄図﹂の沖縄県図には、 ﹁魚釣島﹂と﹁黄
こうび
尾嶼
しょ
﹂
（久
くば
場島）
が記入さ
れている
（浦野七七頁）
。 ﹁魚釣島﹂の名が地図に用いられるのは、こ
れが初めてであろうか。以上の﹁大日本府県分轄図﹂ ・ ﹁大日本府県分割図﹂ ・ ﹁大日本府県管轄図﹂は、同じも だろう。　
福岡県八
やめ
女郡の古
こが
賀辰
たつ
四し
郎ろう
は一八八四
（明治一七）
年三月、大阪商
船﹁永康丸﹂で尖閣諸島を探検し、 ﹁黄尾嶼﹂に上陸した。以後、古賀は石垣島を根拠地とし 尖閣諸島でアホウ鳥 羽毛や魚介類の採取、鰹
かつおぶし
節の製造などに従事した。古賀は一八八五
（明治一八）
年、 ﹁黄
尾嶼﹂の開拓許可を沖縄県令に申請した
（浦野一二八頁、一三一頁）
。
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一八八四年一〇月一日、フランス軍は一八六三年に開港された台湾
の基
キー
隆ルン
を占領したが、一八八五年に撤収した。
　
日本政府内務省は一八八五年一月、沖縄県令西村捨三に命じて尖閣
諸島の現地調査をさせた
（浦野一二八頁）
。
　
沖縄県職員石沢兵吾は一八八五年九月二一日、 ﹁久米赤島﹂ ・ ﹁魚釣島﹂
の調査を行ない、 一一月四日、 報告書を提出した
（浦野四〇頁、 一二九頁）
。
　
沖縄県令西村捨三は一八八五年九月二二日、内務卿あて上申書で、
一〇月に﹁出
いずも
雲丸﹂が帰ってくるので、これを使って﹁とりあえず実
地踏査﹂し、その結果をご報告するので、 ﹁国標取り建て等の儀なお御指揮を請いたく﹂と上申した。　
沖縄県令は一八八五年一〇月二一 、出雲丸による尖閣諸島の実地
調査を行ない、 一 二日、 調査報告を提出した
（浦野四〇頁、 一三〇頁）
。
　
久米慶長﹃沖縄県管内全図﹄
（一八八五年）
には﹁魚釣島﹂の記載が
あるが、同年の﹃沖縄 宮古
八重山諸島地質見取図﹄には釣魚島・尖
閣
群島の記載はない
（楊仲揆﹃中国・琉球・釣魚台﹄一四八頁）
。
　
賀田貞一編 ﹁日本沖縄宮古八重山諸島見取図﹂
（一八八五年）
には、 ﹁魚
釣島﹂と﹁黄尾嶼﹂が記入されている
（浦野七七頁）
。
　
海軍水路部は一八八六年三月、 ﹃寰
かんえい
瀛水路誌﹄に尖閣諸島に関する
調査結果を発表した
（ ﹃朝日アジアレビュー﹄一九七二年夏号）
。
　
一八八六
（明治一九）
年の下村孝光編 ﹁大日本測量全図並五港之全図﹂
には、 ﹁和平山﹂
（魚釣島）
・ ﹁凸列島﹂
（南・北二小島など）
・ ﹁黄尾礁
しょう
﹂
（久
くば
場島）
・ ﹁嵩
すう
尾嶼﹂
（赤
せきびしょ
尾嶼、大正島）
の記載がある
（浦野七七頁）
。吉
川秀吉編﹁洋語挿入大日本與地図﹂も、同じである
（浦野七七頁）
。
　
日本軍艦﹁金剛﹂は一 八七
（明治二〇）
年八月、日本軍艦﹁海
門﹂は一八九二
（明治二五）
年八月に尖閣諸島に対する本格的な調査
を行なった
（ ﹃朝日アジアレビュー﹄ 。浦野七七頁
、一三一頁）
。ただし、
二〇一二年四月﹁台湾外交部条約法律司文書﹂は、 ﹁海門﹂による調査は中止され、行なわれなかったと指摘しているが、わたしは確認できていない。　
清朝は、日清戦争開始八年前の一八八六年、 ﹁台湾府﹂を﹁台湾省﹂
に昇格させた
（ ﹃アジア史入門﹄一七九頁）
。
　
一八八八
（明治二一）
年の海図﹁日本︱︱自鹿児島海湾至台湾﹂には、
﹁魚釣島﹂ ・ ﹁尖閣群島﹂の記入がある
（浦野七七頁）
。ここでも、 ﹁尖閣
群島﹂の名が用いられている。　
沖縄県知事は 九〇年一月一三日、内務大臣に標杭建設を再度上
申した
（ ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
。
　
一八九〇
（明治二三）
年の嵯峨野彦太郎編﹁大日本全図﹂では、魚
釣島は花瓶島となっている
（浦野七七頁）
。
　
一八九一年
（明治二四年）
、伊沢矢喜太
（熊本県）
が沖縄漁民ととも
に魚釣島・久場島に渡り、海産物とアホウ鳥の鳥毛を採取したが 気象条件などのため、 長くはとどまれず、 石垣島にも
どった
（奥原敏雄﹁尖
閣列島と領有権帰属問題﹂
　﹃朝日アジアレビュー﹄一九七二年第二号）
。
　
一八九三年
（明治二六年）
、花本某ほか三名の沖縄漁民が永井・松村
某
（熊本県）
と久場島に赴いたが、食料が尽きて失敗した
（ ﹃朝日アジ
アレビュー﹄ ）
。同年、伊沢矢喜太が再び渡島し、採集に成功するが、
帰路、 台風に会い、 中国大陸の福州に漂着 。同年、 野田正
（熊本県）
ら二〇人近くが魚釣島・久場島に伝馬船で向かったが 風浪のため失敗した
（ ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
。
　
一八九三年、永井喜右衛門太・松村仁之助が黄尾嶼でアホウ鳥の羽
毛を採取した。同年、伊沢矢喜太が魚釣島・久場 でアホウ鳥の羽毛
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を採取した
（浦野一三一頁）
。
　
沖縄県知事は一八九三年、内務大臣に尖閣諸島の所轄決定と標杭建
設について三度目の上申を行なった。２．日本の尖閣諸島領有から東アジア太平洋戦争終結まで　　
（一八九五年～一九四五年）
２―１．明治後期／清朝時代　
日清戦争
（一八九四～九五年）
　　
朝鮮では東学党の乱
（一八九四年）
が発生し、朝鮮王朝は清朝に出兵 要請 。日本は、朝鮮王朝の出兵要請に応じた清朝の 鮮に対する出兵が、天津条約
（一九八五年）
が規定した朝鮮出兵のさいはお互い 相手国に事前に通知するという日清間の取り決めに対する違反であることを咎めて、朝鮮に出兵し日清戦争
（中国名
?
甲午戦争）
が開始された。日清戦争は、主として朝
鮮をめぐる日清間の対立が戦争に発展したものな で、日本による清朝に対する侵略戦争として始 られ もので なく、また日本 一方的に﹁発動﹂したわけでもなかった。日本陸軍 、朝鮮の牙
がざん
山で
清朝軍を破り、戦線を広げ、マンジュ
（満洲）
の遼東半島から遼西に
兵を進めた。日本
海軍は、清朝北洋艦隊を壊滅させ、一八九五
（明治
二八）
年二月、山東半島の威
い
海かい
衛えい
を占領した。
　
日本、尖閣諸島領有
　　
日本政府は一八九五
（明治二八）
年一月
一四日、尖閣諸島を領有し、国標を建てるこ を閣議決定
（国立
公文書館所蔵。高橋和夫﹃いま知り学びたい日本の領土 領海﹄
　
日本文芸社
　
二〇一二年一一月）
。この決定は、 ﹃官報﹄ 、新聞各紙には掲載されて
いない。　
日本政府は一月二 日、沖縄県知事に対し、一月一四日の閣議決定
に基づいて尖閣諸島に標杭を建設すべく指令した。　
この閣議決定で、言及されていたのは魚釣島と久場島
（黄尾嶼）
だ
けだった
（豊下楢彦﹃ ﹁尖閣問題﹂とは何か﹄五九頁
　
岩波書店
　
二〇一二
年一一月）
。続く沖縄県八
やえやま
重山郡への編入措置にも、赤
せきびしょ
尾嶼は含まれて
いなかった
（豊下五九頁）
という。
　
李鴻章狙撃
　　
日清交渉の清朝代表・李鴻章は一八九五年三月二四
日、談判所春帆楼から宿舎に帰る途上、凶漢にピストルで
撃たれ、顔
面左眼下をかすめ
（一八九五年三月二八日﹃都新聞﹄ ）
、負傷するという
不祥事が発生し、犯人はその場で取り押さえられた
（一八九五年三月
二五日﹃都新聞﹄ ）
。李鴻章は、一命を取りとめた。李鴻章狙撃の犯人・
小山豊太郎は一八九五年三月三〇日、山口地方裁判所において﹁無期徒刑﹂の判決を受けた
（一八九五年四月二日﹃都新聞﹄ ）
。
　
日清両国は一八九五年三月三一日、 ﹁休戦定約﹂を公布した
（一八九五
年四月二日﹃都新聞﹄ ）
。
　
李鴻章の息子の李経方
（日本の新聞では﹁芳﹂ ）
は、 李鴻章全快まで﹁談
判代辨﹂の電命を受け
（一八九五年四月二日﹃都新聞﹄ ）
、四月七日、全
権大臣に任命された
（一八九五年四月九日﹃都新聞﹄ ）
。
　
馬ばかん
関
（下
しものせき
関）
講和条約
　　
日本と清朝は一八九五年四月一七日、馬
関
（下関）
で講和条約を結んだ。この条約で、 日本は清朝に遼東半島・
台湾・澎
ほうこ
湖諸島を﹁割与﹂させた
（ ﹃アジア史入門﹄ ）
。
　　
＊
 わたしは、認識不足から﹃アジア史入門﹄で﹁日本呼称下関条約
、 中国呼称馬関条約﹂と書いたが、 当時、 日本では地名は﹁馬
関﹂とも﹁下の関﹂とも呼ばれていた。やや不正確 あったのでここで訂正する。しかし現在、日本では﹁下関条約﹂と呼ばれ、中国では﹁馬関条約﹂と呼ばれているという点は間違いで
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はない。
　
一八九五年五月一〇日
（光緒二一年三月二三日）
﹁勅令﹂は、 ﹁下の関﹂
で締結された講和条約を公布した
（一八九五年五月一六日﹃都新聞﹄ ）
。
　
台湾・澎湖諸島は一八九五年六月二日、日本に引き渡された。この
間の経緯において、日清どちらの側も尖閣諸島には言及しておらず、尖閣諸島は﹁割与﹂対象には入っていなかっ 。日本が台湾・澎湖諸島の﹁割与﹂を認めさせたこと 、当時 戦争処理の慣例に基づくものではあったが、今日の視点から言えば、帝国主義的行為であったと言えよう。　
一八九五年の水谷延次編﹁大日本全図﹂は、尖閣諸島を日本の版図
に入れている
（浦野七七頁）
。
　
浦野によれば、日本政府は一八九六
（明治二九）
年三月五日﹁勅令
第一三号﹂により﹁尖閣諸島の行政区画﹂を﹁沖縄県八
やえやま
重山郡尖閣群
島﹂とし、八重山郡に編入し、四月一日施行された。沖縄県知事は、魚釣 ・久場島・南小島・北小島を国有地と決定し
（浦野一三三頁）
。
　
奥原敏雄は、沖縄県知事が一八九六年四月、尖閣諸島を八重山郡に
所属させた
（ ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
とする。
　
豊下楢彦によれば、魚釣島と久場島の国内法上の領土編入措置が完
了したのは、一八九六年四月一日勅令で﹁八重山郡﹂に編入されたときである
（豊下五九頁）
という。この﹁勅令﹂は、正確には﹁三月五
日発布、三月七日﹃官報﹄掲載、 施行﹂であ 。　
井上清は、 ﹁勅令第一三号﹂によって尖閣諸島が﹁ 重山郡に所属﹂
したという点について異を唱えており、 ﹁勅令第一三号 は﹁尖閣群島﹂の名は書かれて ないと主張している
（井上清﹃釣魚諸島の史的
解明
　﹁尖閣﹂列島﹄
　
一九七二年一〇月）
。 ﹁勅令第一三号﹂に尖閣諸島が
書かれていないのは事実なのであるが、日本の外務省も法学者たちもその点については特にコメントしていない。　
日本政府は一八九六年九月、古賀辰四郎に国有地、尖閣諸島の開拓
許可を与え
（一九一〇年一月三日 ﹃
沖縄毎日新聞﹄ ）
、 ﹁三〇年間無償貸付け﹂
とした。　
古賀は一八九六年九月、当初五〇人、一八九八年、五〇人、
一八九九年、二九人、一九〇〇年、二二人﹂の労務者を尖閣諸島に派遣した
（山田友二年表、 ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
。
　
古賀は一八九七
（明治三〇）
年、尖閣諸島の開発に着手し、埠
ふとう
頭を
建設し、 カツオ節等海産物加工工場や宿舎を建造した
（浦野一三八頁）
。
　
古賀辰四郎は一八九七年三月、出稼ぎ移民三五名を尖閣諸島に送り
こんだ
（一九一〇年一月一日﹃沖縄毎日新聞﹄ ）
。
　
古賀は、 一八九七
（明治三〇）
年から大阪商船 ﹁須磨丸﹂
（一六〇〇トン）
をチャーターし
（一九一〇年一月三日﹃沖縄毎日新聞﹄ ）
、毎年数十人の季
節労働者を送りこんだ。前記山田年表と少し食い違いがある。　
古賀は、農作物も植え、 九〇九
（明治四二）
年までに九九戸
二四八人が移民し、 ﹁古賀村﹂が生まれた
（一九一〇年一月八日﹃沖縄毎
日新聞﹄ 、
浦野一三八頁）
。
　
清朝は、日清戦争の敗北
（一八九五年）
をうけ、一八 八年、近代
化をめざす﹁戊
ぼ
戌じゅつ
の変法﹂に取り組んだが、わずか百日で﹁戊
ぼ
戌じゅつ
の政
変﹂が起こり、挫折した
（ ﹃アジア史入門﹄ ）
。
　
台湾総督府民生部文書課発行の台湾総督府第一統計書は一八九九
年、 彭
ほううかしょ
佳嶼
（アギンコート島）
を台湾の極北とした
（インターネット﹁ ﹃釣
魚島﹄主權不屬中華民國﹂ （中国語正字∧繁体字∨、 日付不詳。中に﹁二〇一二年九月一三日﹂の日付が含まれているので、九月ないし一〇月掲載であろう。
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二〇一二年一〇月アクセス）
。
　
古賀は一九〇〇年五月三日～二〇日、尖閣諸島に﹁永康丸﹂を派遣
した。調査団には、古賀依頼の宮島幹之助、校命によって沖縄県立師範学校教諭黒岩恒、 八重山島司野村道安が参加した
（山田友二年表
　﹃朝
日アジアレビュー﹄ ）
。
　
臨時沖縄県土地整理事務局は一九〇一
（明治三四）
年五月、尖閣諸
島の実地調査を行なった
（浦野一三八頁）
。
　
ドイツ
A
ndress H
andatlas
第四版一四〇頁には、釣魚嶼・花瓶嶼
の記載がある
（楊仲揆書一四八～一四九頁）
。同じく楊仲揆の言うドイツ
﹁考伯﹂発行の﹁標準世界図﹂
（一九〇〇年）
には、 ﹁尖閣群島﹂の名は
あるが、島の名は﹁釣魚嶼、花瓶嶼等﹂としている
（楊仲揆書一四八～
一四九頁）
。
A
ndress　
H
andatlas
とドイツ﹁考伯﹂発行﹁標準世界図﹂
は、同じものか？　
清朝時代には、台湾島の北側に所在する﹁棉花嶼
しょ
・花瓶嶼・彭佳嶼﹂
の三島は﹁台湾の行
政区域の中に含まれていなかった﹂が、日本統治
下
の﹁明治三四年
︹一九〇一年〕
か、 あるいは明治三八年
︹一九〇五年〕
のいずれかの時点で基隆庁の行政範囲に含められたようである﹂
（尾
崎重義、 ﹃レファレンス﹄ ）
という。
　
これら三島は、 このとき以来、 台湾に行政的に組みこまれたのである。
　
沖縄県は一九〇二
（明治三五）
年一二月、尖閣諸島を﹁石垣島大浜
間ま
切ぎり
登野城村﹂の行政管轄とした。沖縄県は同年同月、臨時土地整理
事務局により列島に対する最初の実地測量を行なうととも 、各島の正確な縮尺図を作成した。この測量に基づき 魚釣島・久場島・南小島・北小島の四島
（国有地）
は、石垣島の土地台帳に正式に記載された
（浦
野一三八頁）
。
　
福岡県鉱山監督署は一九〇七
（明治四〇）
年八月一九日、古賀辰四
郎に尖閣諸島での燐
りん
鉱採掘願を許可した
（浦野一三八頁）
。
　
熊本県営林局は一九〇八
（明治四一）
年七月一三日、尖閣諸島四島
の国有林台
帳を沖縄県から引き継いだ
（浦野一三八頁）
。同年、 ﹁沖縄
県島嶼特別町村制﹂が施行され、尖閣諸島の地番は﹁八
やえやま
重山村字
あざ
登野
城﹂となった
（浦野一三四頁）
。
２―２．大正・昭和／中華民国時代
（一九一二年～一九四五年）
　
清朝は、 辛
しん
亥がい
革命によって倒され
（ ﹃アジア史入門﹄二四四～二四五頁）
、
一九一二年一月一日成立した中華民国はその後、一九四九年に中国共産党軍に追われ、台湾に移動 が、それまで 三八年間に尖閣諸島の領有を主張したことはやはりなかった。　
一九一四
（大正三）
年、八重山村は石垣・大浜・竹富・与那国に四
分割され、 尖閣諸島は﹁八重山郡石垣村﹂に編入さ た
（浦野一三四頁）
（図２）
。
　
日本海軍水路部は一九一四年四月、測量船﹁関東丸﹂で尖閣諸島の
実地測量を行なった。日本海軍水路部は 九 五年五月にも、測量船能野丸で尖閣諸島の実地測量を行なった。日本海軍水路部は一九一七年にも、尖閣諸島の実地測量を行なった。　
奥原敏雄によれば
、一九一五年頃、尖閣諸島への労働者の長期派遣
が
止まった。それは、 ﹁基
キー
隆ルン
の台湾肥料会社へのグアノ
（鳥糞）
の積出
船価 第一次大戦のため高騰し採算ベースに乗らなくなっ と、鳥も採集の対象となっていた阿呆鳥が濫獲や猫害等によって極端に減少してしまったから﹂であっ が、 ﹁魚釣島、南小島などでのカツオ節製造、カツオ鳥、アジサシなど海鳥の剥製、森林伐採 ための事業
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が継続され、季節労働者が太平洋戦争直前まで列島で働いていた。この事業が終止符をうったのは、わが国の石油需要が逼迫し、船舶用燃料が配給制となり、事業を困難なるものとしたからであった﹂
（奥原
敏雄、 ﹃中国﹄一九七一年六月号）
という。
　﹁現
︹一九七二年〕
琉球中央図書館正門にかけられている大正五年
︹一九一六年〕
出版の﹃沖縄県管内全図﹄ ﹂には、釣魚台・尖閣群島は
記載されていない
（楊仲揆書一四九頁）
。
　
古賀辰四郎は、一九一八年八月一五日に死去し、その事業は次男の
古賀善
ぜん
次じ
に継承された
（浦野一三六頁）
。
　「中華民国駐長崎領事感謝状」
　　
一九一九
（大正八）
年、中華民国
福建省の漁民三一人が遭難し、魚釣島に漂着した。同島で活動中の古賀善次らは彼らを救助し、中国漁民たちは中華民国に送還された
（奥
原敏雄、 ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
。
　﹁中華民国駐長崎領事馮
ふうめん
冕﹂は一九二〇年五月二〇日付けで、救助
に当たった石垣村長豊川善佐・古賀善
次・玉代勢孫伴
・松葉ロプナ
スト 対し、四名それぞれに、 ﹁日本帝 沖縄県八重山郡尖閣列島和洋島
︹魚釣島〕
﹂に流れ着いたさい、救助してく
れたことについて﹁感謝状﹂を出した。奥原敏雄によ ば 現存するものは当時、石垣村雇でその後同村助役となった﹁日本帝 沖縄県八重山郡石垣村の雇主玉代勢孫伴君﹂あての﹁感謝状﹂だけ
（石垣市資
料室保管、 ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
とのことだったが、宝島本
（小西健・
加藤直樹﹃決定版！尖閣諸島・竹島が日本の領土である理由がわかる本﹄一七頁
　
宝島社
　
二〇一二年一〇月）
および高橋和夫
（ ﹃いま知り学びたい
日本の領土と領海﹄ （三五頁
　
日本文芸社
　
二〇一二年）
では写真入りで﹁日
本帝国沖縄県八重山郡石垣村村長豊川善佐﹂あての﹁感謝状﹂ 八重山博物館にあるこ が明らかにさ 。
図２　1918年（大正七年）古賀辰四郎の釣魚台での事業は、その次子、古賀善次に継承された。
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「中華民国駐長崎領事の感謝状」　﹁中華民国八年冬、福建省恵安県の漁民である郭合順ら三一人が、強風のため遭難し、日本帝国沖縄県八重山郡尖閣列島内和洋島﹇魚釣島﹈
に漂着した。
　
日本帝国八重山郡石垣村の
玉代勢孫伴氏の熱心な救援活動により、彼らを祖国へ生還させた。救援において仁をもって進んで行なったことに深く敬服し、ここに本状をもって謝意を表す。中華民国駐長崎領事
　
馮冕
中華民国九年
︹一九二〇年〕
五月二〇日﹂
（日本外務省ＨＰ）
　
これは、中華民国が尖閣諸島を日本領と認識していた材料のひとつ
である。　﹃沖縄県治要﹄
（一九二一年六月）
には、釣魚台・尖閣群島の記載は
ない
（楊仲揆書一四九頁）
。
　
日本政府は一九二一年七月二五日、 ﹁赤
せきびしょ
尾嶼﹂ を ﹁大正島﹂ と改めた
（浦
野二七一頁）
。 ﹁久米赤島
（大正島）
﹂は一九二一年七月二五日、国有地
に指定された
（山田友二年表、浦野一三九頁、豊下五九頁）
。
　
沖縄県維新史料編纂会編印﹁沖縄管内地図﹂
（一九二三年
。現東京大
学図書館蔵
　
県警察所所長辻本正一郎寄贈）
には、釣魚台・尖閣群島の記
載はない
（楊仲揆書一四九頁）
。
　
小川琢治編﹃日本地図帖﹄
（一九二四年）
は、 ﹁わが国
︹中華民国〕
漁
民の呼称である尖閣群島﹂を記載しているが、各小島の名は書いていない
（楊仲揆書一四九頁）
。
　
一九二六年九月、尖閣諸島の三〇年の無償貸与期間が終わり、古賀
善次は日本政府に地租を納入した
（浦野一三七頁）
。
　
沖縄営林署は一九三一年 の測量を行ない、農林省は資源調査
を行ない、気象局は測候所を建設した
（浦野一三二頁）
。
　
尖閣諸島は一九三二年まで国有だったが、古賀善次は一九三二年三
月、日本政府から尖閣国有地四島の払い下げを申請し、三月三一日認可された
（浦野一三七頁）
。
　
イギリス出版の
Joseph ʼR
eference A
tlas
参考地図Ｒ六五は、釣魚台
を中華民国版図に入れている
（楊仲揆書一三六頁）
という。
　
一九三七年七月七日の盧溝橋事件をきっかけとして日中全面戦争が
始まった。　
日本政府農林省は一九三九年五月
二三日～六月四日、資源調査団を
派
遣した
（浦野一三二頁）
。
　
大日本地理学会発行 ﹃大日本府県別地名集録﹄
（一九三九年）
には、 ﹁釣
魚嶼・花瓶嶼・尖閣諸島﹂ の名はないという
（一九七〇年八月三〇日台湾 ﹃自
立晩報﹄馬廷英論文、楊仲揆書一四九頁、浦野二三四頁）
。
　
馬廷英はまた、同論文で﹁尖閣諸島というのは、日本学者が戦後に
台湾漁場の一つの
T
iau-su
（釣嶼）
と
H
w
a-pin-su
（花瓶嶼）
に変えた新
しい名前にすぎない﹂
（浦野二三四頁）
と断じているが、 一八七四年に ﹁尖
閣島﹂ 、 一八八八年に﹁尖閣群島﹂の使用例があることは、 すでに見た。　
一九四〇年、南台航空の阿蘇号が魚釣島に不時着し、旅客機の乗客
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一三名を救助するため、八重山警察署の警官が現地に急行した
（ ﹃朝
日アジアレビュー﹄ ）
。
　
一九四〇年、尖閣諸島は無人島化したが、奥原敏雄は、古賀辰四郎・
善次親子の一八九六年以来の尖閣諸島の有効利用 事実は﹁一般に列島などに対して国際法上要求される実効的支配の程度をはるかに上まわって、わが国がこれをおこなってき こととなる﹂と主張している（ ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
。
　
イギリス首相ウィンストン・チャーチルとアメリカ大統領フランク
リン・ローズベルトは、一九四一年八月九日から一二日まで会談し、アメ カとイギリスは八月一四日、領土拡大の意図をも ないとする﹁大西洋憲章﹂に調印した。カイロ会議宣言と合わせて、 ﹁領土不拡大原則﹂と呼ばれるが、その対象はヨーロッパ地域と意識されてい という。しかし、カイロ宣言は明らかに日本を対象としている。　
日本軍は一九四一年一二月八日、マレー・コタバル上陸、ハワイ真
珠湾
攻撃により東南アジア戦争、太平洋戦争に戦線を拡大した。
　
日
本は一九四三年九月二一～二九日、尖閣諸島で気象測候所設置の
予備調査を行なった
（浦野一三二頁）
。
　
中華民国国防最高委員会のもとに設置された国際問題討論会は
一九四二年四月、 ﹁中日問題解決の基本原則﹂において﹁琉球 日本に帰属する﹂と明記した
（豊下五六頁）
という。
　
一九四三年一一月二二日にはカイロ会議
（ローズベルト・チャーチル・
蔣介石）
が開かれ、 ローズベルトが蔣介石に﹁琉球を望むか﹂ときき、
蔣介石は﹁琉球の共同占領および米中共同での国際信託統治ならば賛成する﹂と答えた
（豊下五七頁）
。カイロ﹁会議﹂宣言の内容は一二月
一日に発表された。一九四五年二月四日～一一日には、ヤルタ会談
（ローズベルト・チャーチル・スターリン）
が行なわれた。
　
米軍は一九四五年三月二六日、 沖縄慶
けらま
良間諸島に上陸し、 四月一日、
沖縄本島に上陸し、さらに宮古群島、八重山群島
、奄
あま
美み
大島群島に占
領を展開し、尖閣諸島を含む沖縄を一九七二年まで掌握した。　
浦野起央によれば、 六 三〇 台湾に疎開途中の石垣
町民一八〇人が米軍機の銃撃で魚釣島に漂着し、八月一三日、救出されたというが
（浦野一四〇頁）
、奥原敏雄一九七〇年論文によれば、
一五〇人中五〇人 栄養失調そ 他で死亡した
（ ﹃季刊沖縄﹄一九七〇
年三月号）
。
３．東アジア太平洋戦争終結後
（一九四五年～一九六八年）
　
一九四五年七月二六日には、 ﹁ポツダム宣言﹂
（米・英・中華民国）
が
発表され、日本は同年八月一四日、ポツダム宣言を受諾して連合国降伏し、日本は九月二日、降伏文書に調印した。　
中華民国国民政府
（中国国民党独裁政権）
は一九四五年八月二九日、
台湾省行政長官兼警備総司令を任命した
（豊下四〇頁）
。
　
中華民国は同年九月二〇日、台湾省行政長官による 組織条例﹂を
公布し、一〇月二九日、正式接収手続 行ない、台湾省の最北端は台湾北東部五六㎞にあ
る彭佳嶼
しょ
とし、尖閣諸島は含めなかった
（田川実、
﹃月刊学習﹄二〇一二年一一月号）
。
　
台湾では同年一〇月二五日、日本軍の降伏を受け入れる受降式が行
なわれた
（ ﹃アジア史入門﹄四一八頁）
。中華民国は、同日には台湾を正
式に中華民国の領土に組み入れたが、尖閣諸島を中国領に編入する措置は取ら かっ
（豊下四〇頁）
。
　
ＧＨＱは一九四六年一月二九日、北緯三〇度以南の南西諸島を日本
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から分離した
（山田友二年表）
。
　
沖縄には、日本の敗戦後すぐ﹁琉球アメリカ軍政府﹂が設置され、
一九四六年には日本人を含む﹁沖縄民政府﹂が発足した。琉球アメリカ軍政府は一九五二年、 ﹁琉球列島アメリカ民政府﹂に改編され、さらにそのもとに﹁琉球政府﹂が設置された。琉球政府立法院の議員は公選で、行政府主席はアメリカ民政府長官が任命した。　
一九四六年一月二九日連合国最高司令部
（ＧＨＱ）
覚書で、米軍は
北緯三〇度以南の諸島は日本の行政管轄外とし、尖閣諸島もその中に含まれた
（浦野一四一頁）
。同日、日本外務省が連合国最高司令部に提
出した﹁南西諸島一覧﹂には、赤
せきびしょ
尾嶼・黄尾嶼・北島・南島・魚釣島
の名をあげて尖閣 が含まれ、沖縄県に含めていたが、連合国の一員であった中華民国が抗議を行なった形跡はまったくない
（芹田健太
郎﹃日本 領土﹄一二七頁
　
二〇一〇年一二月中公文庫版）
という。
　
中華民国国民政府は、
一九四六年から四七年にかけて﹁琉球の領土
主
権の 国への返還﹂を主張した
（豊下五七頁）
。中華民国国民政府は、
東アジア太平洋戦争の終結にあたり、尖閣諸島の名をあげて要求したことはなかったが、一九四七年、 ﹁琉球﹂
（沖縄）
は﹁中国の領土﹂と
主張した。これが、今日の﹁尖閣諸島﹂問題の伏線となった（図３）
。
　
しかし、戦後、中華民国で編修された文献は、台湾本島からやや
北の彭佳嶼を台湾省最北端としていた。台湾および北京で発行された地図も、尖閣諸島を中国領に含めず、琉球群島の一部とした
（芹田
一二八頁）
。
　
一九四九年一〇月一日、中華人民共和 が樹立 が、中華人民
共和国政府
（中国共産党独裁政権）
も成立以来、一九七〇年まで尖閣諸
島について領有を主張したことはなかった。日本政府の中華人民共和
国承認は、二三年後の一九七二年九月になる。　
琉球大学は、一九五〇年三月～四月、一九五二年三月～四月、
一九五三年七月～八月、一九六
三年五月の四回にわたって尖閣諸島の
生
態学術調査を行なった
（浦野一四九頁）
。
　
中華人民共和国外交部「領土問題要綱草案」
（一九五〇年五月二五日）
　
誕生したばかりの中華人民共和国外交部は一九五〇年五月二五
日、 ﹁対日和約
（対日講和条約）
における領土部分の問題と主張に
関する要綱草案﹂を作成し、 ﹁琉球の返還問題﹂の項で﹁琉球は北・
図３　『申報』1946年10月23日社論「琉球は中国に帰還すべし」
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中・南の三つに分かれ、中部は沖縄諸島、南部は宮
みやこ
古島と八重山
諸島
（尖頭諸嶼
しょ
）﹂ と述べ、 ﹁尖頭諸嶼﹂
（尖閣諸島）
は琉球の一部とし、
﹁琉球の境界画定問題﹂の項で、 ﹁尖閣諸島を台湾に組みこむべきかどうか検討の必要がある﹂と述べ ﹁釣魚島﹂という名称 用いず、 ﹁尖閣諸島﹂と呼んでいた。同文書は、北京の中華人民共和国外交部檔
とう
案あん
館に収蔵されており、 非公開扱いとなっているが、
時事通信がそのコピーを入手した
（二〇一二年一二月二八日﹃しん
ぶん赤旗﹄ ）
。
　
中華人民共和国外交部は、この時から﹁琉球 返還 を日本に要求
するかどうか、 ﹁尖閣諸島﹂を﹁台湾に組みこむべきかどうか﹂という問題をたて、検討を開始したが、その結論は一九七一年一二月まで持ち越されたのであった。中国は、この文書の存在を認めたが、この文書には﹁署名﹂がないとの理由で取り上げる価値がないかのように扱ったが
（二〇一三年一月一日﹃朝日新聞﹄ ）
、この文書の重要性は否定
しがたい。　
朝鮮戦争
　　
朝鮮民主主義人民共和国は一九五〇年六月二五日、朝
鮮の統一をめざして三八度線を突破し、大韓民国に攻めこんだ。朝鮮戦争の勃発である。同年九月一五日、国連軍の旗 掲げた米軍が仁川に上陸した。これに対し、 ﹁中国人民志願軍﹂が一〇月一九日 鴨緑江を渡り、米軍と交戦す に至った。 九五三年七月二七日、朝鮮休戦協定が成立した。朝鮮 争では、米 引き分けであった。　「群島組織法」
　　
一九五〇年八月四日公布の米軍政府第二二号﹁群
島組織法﹂は、八重山群島の範囲に尖閣諸島を含めた
（ ﹃朝日アジアレ
ビュー﹄ ）
。一九五〇年九月一日施行の﹁群島組織法﹂は、宮古島群島
に大正島を、八重山群島に他の諸島を含めた
（浦野一四一頁）
。
　﹁アメリカ大英百科全書﹂
（ブリタニカ？）
末巻地図部分
（二四頁、 二八頁）
は、釣魚台を﹁わが国﹂
（中華民国）
版図に入れている
（楊仲揆書一三六
頁）
という。
　「サンフランシスコ平和条約」
　　
朝鮮戦争中の一九五一年九月三
日、 ﹁サンフランシスコ平和条約﹂
（略称、 ﹁サ条約﹂ ）
が締結された。
中華民国も、新たに成立した中華人民共和国も、ソ連も、サンフランシスコ講和会議には不参加であった。　「サ条約」第二条
（ｂ）
は、 ﹁日本国は、台湾及び澎湖諸島に対する
すべての権利、権原及び請求権を放棄する﹂とした。　
同条約第三条
は、尖閣諸島の名はあげていないが、 ﹁北緯二九度以
南の南西諸島
（琉球諸島及び大
だいとう
東諸島を含む）
……を合衆国を唯一の施
政権者とする信託統治制度の下におくこととする国際連合に対する合衆国のいかなる提案にも同意する﹂とされた。　
こうして、尖閣諸島は沖縄と共に日本本土から切り離され、
一九五一年、 久場
島と大正島は米軍占領下に置かれ、 米
軍射爆場となっ
た
（浦野一四五頁） 。
　
ダレス米国代表発言
　　
サンフランシスコ講和会議において、ダレ
ス米国代表は、 ﹁琉球諸島及び日本の南及び南東の諸島﹂について、連合国の間には意見の違いがあったが、 ﹁合衆国は、最善の方法は合衆国を施政権者とする国連信託統治制度の下にこれらの諸島を置くことを可能にし、日本に残存主権を許すことであ と感じました﹂と発言した
（日本外務省ＨＰ）
。
　
米軍占領下尖閣諸島は琉球の一部
　　
緑間栄は、 ﹁サ条約﹂第三条
は尖閣諸島の名を明示的 はあげていないが、米 民政府布告第一一
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号﹁琉球列島の地理的境界の再指定﹂
（一九五一年一二月一九日公布）
第
一条、米国民政府布告第二七号﹁琉球列島の地理的境界﹂
（一九五三
年一二月）
、米国民政府布告第六八号﹁琉球政府章典﹂
（一九五二年二月
二九日公布）
が尖閣諸島を含み、米国民政府布告第一二五号﹁琉球列
島出入管理令﹂
（一九五四年二月一一日公布）
、布令一四四号﹁刑法並び
に訴訟手続法典﹂
（一九五五年三月一六日公布）
が尖閣諸島を適用範囲と
していること、米国は沖縄の軍事占領において、連合国最高司令官総司令部﹁外郭地域の行政分離に関する覚書﹂
（一九四六年一月二九日）
に対して日本 務省が提出した﹁南西諸島観﹂一覧が尖閣諸島を沖縄県の範囲に含め 民政府布令第二二号﹁群島組織法﹂（一九五〇年八月四日公布）
が行政区域に尖閣諸島を含めているなど旧
沖縄県の行政地域をそのまま引き継ぎ、尖閣諸島も島名を 記して沖縄県の範囲として扱ったことを指摘
している
（ ﹃尖閣列島﹄一一〇～
一一二頁
　
ひるぎ社
　
一九八四年三月）
。
　「日米安保」
　　
日本とアメリカは一九五一年九月、 ﹁サ条約﹂締結
と同時に﹁日米安全保障条約﹂を締結し、 一九六〇年、 改訂延長された。　
アイゼンハワー大統領発言
　　
﹁岸信介総理大臣とアイゼンハワー
大統領との一九五七年共同コミュニケ﹂においても ﹁琉球及び小笠原諸島に対する施政権の 本への返還について﹂ 、 大統領は 本がこれらの諸島に対する潜在的主権を有する いう合衆国 立場を再確認した﹂
（日本外務省ＨＰ）
。
　
つまり、一九五〇年代にはアメリカ政府は尖閣諸島を含む沖縄に関
する日本の﹁残存主権﹂ 、 ﹁潜在的主権﹂を認めていた であ 。　
沖縄祖国復帰運動
　　
一九五一年、 ﹁沖縄群島議会﹂は日本復帰を
決議し、同年、 ﹁日本復帰促進期成会﹂が発足し、一九六〇年、 ﹁沖縄
県祖国復帰協議会﹂となり、 一九六〇年代に活発な運動が推進された。一九六八年には、琉球政府主席公選が実現し、屋
や
良ら
朝ちょう
苗びょう
が当選した。
　
国共内戦に敗北し台湾に移動した中華民国政府は、一九五二年二月
からの日本との講和交渉では琉球
（沖縄）
の帰属問題は提起しなかっ
た
（豊下五七頁）
。
　
中華民国政府が琉球の領土要求をやめたのは、国共内戦に敗北した
という条件のもとで、①アメリカがすでに沖縄を占領し利用していること、②アメリカの反共東アジア戦略による支援を必要と ていたこと、③日本との国交関係を維持する必要があったこと、 どのためだろう。　
演習地域指定
　　
一九五一年、 久場島
（黄尾嶼）
・大正島
（赤尾嶼）
に、
米海軍の爆撃演習海域が設定され、久場島は特別演習地域
（永久危険
区域）
に指定された。
（演習地域指定にとどまったということか？）
　
国有
地の大正島は一九五六年四月一六日以降から演習地域に指定され、民有地である久場島は一九五八年に軍用地基本賃貸契約が結ばれた
（緑
間一一五頁）
。
　「琉球政府章典」
　　
琉球政府設置法である一九五二年二月二九日の
米国民政府
布令第六八号﹁琉球政府章典﹂第一条は、琉球政府の政治
的地理的管轄区域を定め
、その中に尖閣諸島を含めた
（ ﹃朝日アジアレ
ビュー﹄ ）
ことはすでに触れた。
　「日華平和条約」
　　
日本と中華民国は一九五二年四月、 ﹁日華平和
条約﹂を締結し、国交関係を維持した。これについて、日本外務省ＨＰは次のように述べている。　
 　﹁日華平和条約において、日本はサンフランシスコ平和条約第二条に基づき、台湾及び澎湖諸島等に対する全ての権利等を放棄した
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ことが承認されていますが、日華平和条約の交渉過程ではこのような経緯からも尖閣諸島の領有権は一切議論されていません。このことは、尖閣諸島が従来から日本の領土であることが当然の前提とされていたことを意味します。 ﹂
（日本外務省ＨＰ）
　「琉球政府」発足
　　
一九五二年四月一日、奄美・沖縄・宮古・八
重山群島を統合する﹁琉球政府﹂が発足した
（浦野一四二頁）
。
　『人民日報』
（一九五三年一月八日）
記事「尖閣諸島」は「琉球諸島」
の一部
　
一九五三年一月八日中国共産党機関紙﹃人民日報﹄記事﹁琉球
諸島人民の米国占領反対闘争﹂は、次のように書き、その中で日本名﹁尖閣諸島﹂を使用して報道した。﹁琉球諸島は、我が国
（注：中国。以下同様）
の台湾東北部及び日
本の九州南西部の間の海上に散在しており、尖閣諸島、先島諸島、大東諸島、沖縄諸島、大島諸島、トカラ諸 隈島の七組の島嶼からなる。
 それぞれが大小多
くの島
とうしょ
嶼からなり、合計
五〇以上の名のある島嶼と四〇 あまりの無名
の
小
島からなり、全陸地面
積は四六七〇平方キロで
ある。諸島の中で
 最大の島は、沖縄諸島における沖縄島
（すなわ
ち大琉球島）
で、面積は一二一一平方キロで、その次に大きいの
は、大島諸島における奄美大島で、七三〇平方キロである。琉球諸島 一〇〇〇キロにわたって連なっており、その内側は我が国の東シナ海
（中国名：東海）
で、外側は太平洋の公海である﹂
（日
本外務省ＨＰ）
。
　　
この当時、中 共産党の対外政策は﹁向ソ一辺倒、親ソ反米﹂戦略
をとっていた。この記事は、この当時の中国共産党の認識では尖閣諸島は日本領であった とを示している。　
一九五三年﹃中華人民共和国分省地図﹄は、尖閣 を 国領土に
入れていない
（浦野七九頁）
。
　
奄あま
美み
群島返還
　　
奄美群島は一九五三年一二月二五日、 ﹁奄美返還
協定﹂が発効し、日本に返還された
（ ﹃レファレンス﹄ ）
。
　「琉球列島の地理的境界」等
　　
一九五三年一二月二五日の米民政
府布告第二七号﹁琉球列島の地理的境界﹂および一九五五年四月九日の米民政府布告第一四四
号﹁刑法並びに訴訟手続法典﹂第二部第
一章第九条は
、いずれも尖閣諸島を適用範囲に含めた
（ ﹃朝日アジアレ
ビュー﹄ ）
。
　
このように、アメリカの施政権は、尖閣諸島を含む﹁サ条約﹂第三
条の地域の領有権が日本に帰属しているという前提のもと 行使された
（ ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
。
　「米華相互防衛条約」
　　
アメリカと中華民国は一九五四年一二月、
﹁米華相互防衛条約﹂を締結した。　「第三清徳丸」事件
　　
一九五五年三月二日、 日本船﹁第三清徳丸﹂
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（一五・三九トン）
が﹁国籍不明﹂ジャンク船二隻に銃撃され、乗組員
九名中三名が行方不明となった。琉球立法院は三月五日、米民政府・日本政府ならびに国際連合等に対し事件の調査を要望する決議を行なった。奥原敏雄が引用している邱宏達
（台湾国立政治大学客員教授・
国際法）
論文
（ ﹁釣魚台列嶼問題研究﹂ ）
によれば、この﹁国籍不明ジャ
ンク船﹂は﹁中国の帆船﹂であった
（ ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
。
　
この事件後、琉球
（沖縄）
の漁民はこの海域への出漁を控えるよう
になったという。　「刑法並びに訴訟手続法典」
　　
一九五五年四月九日米民政府布令第
一四四号﹁刑法並びに訴訟手続法典﹂第二部第一章第九条も、尖閣諸島を適用範囲 含め
（ ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
。
　
久場島、軍用演習地化
　　
アメリカは一九五五年、民有地である久
場島を空軍の、それ以降は海軍の軍用演習地として使用した。
（前出
﹁演習地指定﹂の項と日付にずれがある。 ）　﹁この周辺海域が危険海域となり、沖縄漁民の漁業活動が不可能になったこと﹂ 、一九五五年第三清徳丸がこ 海域で
﹁国籍不明船﹂か
ら銃撃を受けたことなどによって、 ﹁沖縄漁民は身の危険をさけるため同列島周辺で操業を中止﹂した
（緑間七五頁）
。
　
米民政府は一九五八年七月、久場島については琉球政府を代理人
として所有主である古賀善次との間に基本契約賃貸借契約を結んだ。米民政府は、賃貸料 年額五七六三ドル、一九六三年一万〇五七六ドル支払ってきた
（ ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
。琉球政府は、
この契約以前から古賀善次所有の四島に対し 固定資産税を徴収してきたが、賃貸料収入に対しても らたに源泉徴収を行なった
（ ﹃朝日ア
ジアレビュー﹄ ）
。
　
大正島、軍用演習地化
　　
一九五六年四月一六日以降、日本国国有
地の大正島
（赤尾嶼）
を海軍軍用演習地として使用した
（ ﹃朝日アジア
レビュー﹄ ）
。
　
日本の国連加盟
　　
一九五六年一二月、日本の国連加盟が承認され
た。　
中華人民共和国発行の﹃中国省別地図﹄
（一九五六年第一版、一九六二
年版）
には、釣魚島が﹁尖閣列島﹂と表記されていたが、それは日本
軍占領中に刊行された地図を﹁踏襲﹂したか、 ﹁影響﹂されたものだったと鍾
しょう
厳げん
論文は釈明している
（一九九六年一〇月一八日﹃人民日報﹄ 。浦
野二七一頁にも所収）
。要するに、地図というものはいろいろあり、領
土領有の決定的根拠にはできないということを認めたことを意味するが、鍾厳本人がそれを意識していたかどうかは定かではない。　「高等弁務官」設置
　　
一九五七年には、沖縄統治の最高責任者と
してアメリカ軍人の﹁高等弁務官﹂が置かれた。　「高等弁務官布令二〇号」
　　
﹁米民政府﹂は一九五八年七月一日、
﹁高等弁務官布令二〇号﹂に基づき、私有地の久場島
（黄尾嶼）
につい
て、所有者古賀善次と﹁軍用地基本賃貸借契約 を結んだ。米民政府は、これに基づき、年額五七六三ドル九二セントを支払い、一九六三年からは﹁一万〇五七六ドル﹂を支払ってきた。山田友二年表では、﹁一万一一〇四ドル﹂
（ ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
である。
　
また、琉球政府は古賀善次所有の四島に対し固定資産税を賦課し徴
収した
（芹田一二九～一三〇頁）
。
　
一九五八年中華人民共和国発行﹃世界地図集﹄は、 ﹁尖閣﹂を中国
領に含めていない
（浦野七九頁）
。
　
中華民国内政部審査・認定の﹃台湾省五市十六県詳図﹄
（一九六〇年）
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は、台湾の付属島嶼として七六島を明記し、その範囲は﹁北緯二一度四五分二五秒
（南は恒春七星岩）
から二五度三八分
（北は基
キールン
隆彭
ほう
佳か
嶼しょ
に至る）
にある﹂とした。これには、台湾の北限は基隆彭佳嶼であって、尖閣諸島は含まれていない
（浦野四四頁）
。
　
台湾漁民
　　
一九五〇年代末から、台湾漁民が尖閣諸島海域に来て
漁業や海鳥卵の採取に従事する者が急増した。一九六五年以降は、年間三〇〇〇隻に達する台湾漁船が操業していたと言われる
（ ﹃レファレ
ンス﹄ ）
。
　
中華民国内政部が一九六〇年に作成した﹁台湾省五市一六県詳図﹂
には、台湾付属島嶼として七六島嶼が記載されているが 尖閣諸島は含まれていなかった
（豊下三九頁）
。
　
沖縄県石垣市は一九六一年四月 一日、尖閣諸島に対し固定資産税
のための現地調査を行な
（浦野一四五頁）
。
　
予備調査
　　
ケネス・Ｏ・エマリーと新野弘は一九六一年の予備調
査で、東シナ海における石油資源の可能
性を示唆した
（浦野四〇頁）
。
　
毛沢東発言
　　
毛沢東は、一九六一年一〇月七日および一九六四年
一月二七日に﹁日本の領土沖縄﹂と述べた
（石井明﹁中国の琉球・沖縄
政策︱︱琉球・沖縄の帰属問題を中心 ﹂
　﹃境界研究﹄
N
o1. 二〇一〇年）
。
　
一九六五年﹃台湾省地方自治誌要﹄第五章
（行政区域）
は、 ﹁明
みん
鄭ママ
（ ﹁明
代﹂の誤植だろう）
及び清代の行政区画は、鶏
けい
籠ろう
島とう
を台湾省の北限とし
ている 、 ﹁戦後の台湾省 極北を彭佳嶼
（基隆市）
の北端としている﹂
（奥原敏雄、 ﹃中国﹄一九七一年六月号）
という。ただし、 清代後期には﹁台
湾省﹂が設置されていたが、 明代には台湾自体が﹁外国 で、 ﹁台湾省﹂は存在しない。これは 奥原の間違いなのか、 ﹃台湾省 方自治誌要の記述の間違いなのかは現物で確認するほかない
（ ﹃中国﹄一九七一年
六月号所収、奥原敏雄﹁尖閣列島の領有権と﹃明報﹄論文﹂ ）
。
　
一九六五年台北発行﹃世界地図集
　
第一冊
　
東亜諸国﹄は、尖閣諸
島
を中国領土に入れていない
（浦野七九頁）
。
　「文化大革命」
　　
一九六六年、中国は﹁文化大革命﹂局面に入り、
国内は一〇年に及ぶ大混乱に陥った。同年一〇月二六日、日本の日中友好協会 毛沢東と文化 革命を礼賛する﹁日中友好協会正統本部﹂と文化大革命を礼賛しない﹁日中友好協会﹂とに分裂した。　
ＣＣＰＯ設置
　　
国連アジア極東経済委員会
（ＥＣＡＦＥ
　
エカフェ）
は一九六六年、 ﹁アジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会
（ＣＣＰＯ）
﹂
を設置し、東シナ海の海底鉱物資源探査を援助することとした
（高橋
庄五郎、 ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
。
　
佐藤栄作・蔣介石会談
　　
佐藤栄作首相は一九六七年九月、台湾を
訪問し、沖縄返還に関する了解を蔣介石に求めたが、蔣介石は支持も反対も明言しなかった
（豊下五七頁）
。
　
学術調査
（一九六七～一九六八年）
　　
新野弘は一九六七年、論文﹁中
国東海と朝鮮海峡の海峡地層および石油展望﹂ を発表した
（高橋庄五郎）
。
　
アメリカは、新野弘
論文に基づいて一九六七年から一九六八年にか
け
て秘かに調査した
（高橋庄五郎）
。
　
アメリカは一九六八年六月、エカフェからの依頼により、空中から
磁気探査を行ない、黄海・東シナ海・南海の大陸棚に豊富な石油埋蔵の可能性を確認した
（高橋庄五郎）
。
　
一九六八年七月、日本総理府・琉球大学・琉球政府合同 尖閣諸島
学術調査が行なわれた
（浦野一四九頁）
。
　
つまり、 日本は一九六一年以来、 学術調査を行なってきたのである。
一九六八年まではそれほど注目していたわけではなかったが、中華民
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国
（台湾）
・中華人民共和国に比べれば、もっとも早く尖閣列島に関
心をはらったのだということになる。　
一九六八年﹃中華民国年鑑﹄は、 ﹁台湾省の極北を彭佳嶼、極東を
綿花嶼としている﹂
（奥原敏雄、 ﹃中国﹄一九七一年六月号）
という。
　
台湾人不法上陸者退去命令
　　
琉球政府は一九六八年八月一二日、
南小島の巡検を行ない、 ﹂不法上陸者四五名に退去命令を出した
（山
田友二年表）
。
　
琉球政府出入国管理庁の調査により、一九六八年八月一二日、南小
島で台湾人のサルベージ会社、興南工程所によるパナマ船籍沈船﹁シルバー・ピーク号﹂
（一万トン）
の解体作業が行なわれており、台湾漁
民六〇人がテント小屋を作って住みつい ことが判明し、琉球政府は彼らを退去させた。これについて、中華民 政府からはいかなる抗議も行なわれなかった。その後、 台湾人労働者は入域手続を行ない、高等弁務官からの許可を受け、八月三〇日に再入域した
（緑間七六～
七九頁）
。
　
日本外務
省は、尖閣諸島地域における台湾漁民等による領海侵入、
不
法上陸等が頻発したことに関し、一九六八年八月三日付けの外務省
発在東京アメリカ大使館あて口上書で、米国政府が侵入者 取締りとこうした侵入の再発防止のため必要な措置 とるよう要請したのに対し、 米側は侵入者の退去等の措置をとった旨回答し
（日本外務省ＨＰ）
。
　
米・日・韓・台共同調査
　　
一九六八年九月、エカフェの斡旋によ
り、米・日・韓・台の共同調査が行なわれた
（高橋庄五郎）
。ケネス・Ｏ・
エマリーらは、エカフェの協力を得て、アジア海域沿岸鉱物資源共同調査委員会
（ＣＣＯＰ）
事務局と共同して、米海軍海洋局・日本・韓国・
台湾が派遣した地質学者の協力のもとに作業を進めた
（浦野四一頁）
。
　
軍用機哨戒・巡視艇パトロール
　　
米民政府は、一九六八年一〇月
から不法入域を取り締まるため、軍用機による尖閣諸島海域の哨戒を開始し、琉球政府も巡視艇による定期パトロールを実施した
（山田友
二年表）
。
　
米海洋調査船海底調査
　　
一九六八年一〇
月～一九六九年にかけ
て
、東シナ海海域でアメリカ海洋調査船Ｒ・Ｖ・ハント号による大規
模な海底調査を実施し、石油埋蔵の可能性があ と報告した
（高橋庄
五郎、浦野四一頁）
。
　
中華民国政府 琉球領有要求
　　
奥原敏雄によれば、中華民国政府
は魏外交部長が一九六九年三月一四日の立法院で琉球列島の帰属はカイロ宣言・ポツダム宣言などにより、連合国によって決定すべきもので、アメリカと日本のみによって決定すべきではないと発言した
（ ﹃中
国﹄一九七一年六月号）
という。これによれば、中華民国の琉球領有要
求は、石油資源の存在を知ってから尖閣諸島領有要求をし始めた中華人民共和 よりも早くからその考えを持っていたようだが アメリカは特に反応しなかったも と見られる。４．一九六九年エカフェ発表から一九七二年日中国交樹立まで　
エカフェが一九六九年四月、尖閣諸島近辺に石油等の資源が埋蔵さ
れている可能性があると発表すると 九七〇年以降 華民国
（台湾）
と中華人民共和国は﹁釣魚台／釣魚島﹂は﹁中国の固有の領土﹂と主張
し始めた。
　
五島標識設置
　　
沖縄県石垣市長らは一九六九年五月九日、魚釣
島・久場島・大正島・北小島・南小島の五島にコンクリート製 行政管轄を示す標識を設置した
（高橋庄五郎ほか）
（図４）
。
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これに対して、一九九六年鍾厳論文は﹁一九六九年、米軍占領下の
琉球政府の公文書と掲示板﹂には、 ﹁黄
こう
尾び
嶼しょ
・赤
せき
尾び
嶼しょ
などの島名が使
用されていた﹂
（一九九六年一〇月一八日﹃人民日報﹄ 。浦野二七一～二七一
頁にも所収）
という。しかし鍾厳論文はまた、 一九六九年五月以降、 ﹁琉
球の石垣市長の指示に基づき、日本側は、釣魚島に標識の柱を立てるとともに、再び黄尾嶼を﹃久
くば
場島
じま
﹄と改め、赤尾嶼を﹃大正島﹄と改
称した、とも言っている。　
大おお
見み
謝じゃ
恒こう
寿じゅ
、鉱業権出願
　　
那覇在住の大見謝恒寿は、一九六一年
当時から沖縄・宮古・八重山周辺海域 石油・天然ガス調査を行なってきたが、一九六九年二月二日～三日に尖閣諸島周辺海域での鉱業権五二一九件を出願し、一二月 尖閣諸島大陸棚 おける石油鉱床説明書を提出し
（勝連哲治、 ﹃中国﹄一九七一年六月号。浦野一五〇頁）
。
鉱業権出願は、大見謝に続いて日本本土の石油開発
公団事業本部が
七
六一〇件を申請し、さらに沖縄の新里景一が一万一〇七三件を申請
し、三つどもえで争われることとなっ
（勝連哲治）
。
　
しかし、そうこうしているうちに中華民国・中華人民共和国が尖閣
諸島の領有権を主張するようになり、石油・天然ガス開発どころではなくなった。　
日本政府、海底
地質調査
　　
日本
総理府学術調査が一九六九年五月～七月および一 七〇年五月～六月に尖閣諸島付近海底調査を行
なった
（浦野一四九頁）
。
　
日本政府は、 ﹁東海大学に委託して一九六九年から一九七〇年にか
けて二度、尖閣諸島海域の海底地質調査を実施﹂し、 ﹁海底新第三紀堆積層が尖閣諸島を中心に約二〇㎞の広がりがあり、その層厚も三〇〇〇ｍ以上と判明した﹂
（浦野一頁）
。
　
一九七〇年﹃中華民国国民中学地理教科書﹄は、尖閣諸島を中華民
国領土に入れていないという
（浦野七九頁）
。これと同じものと思われ
る一九七〇年﹃中学地理教科書﹄では、 ﹁釣魚台列嶼﹂は日本領と記載
されている
（豊下三九頁）
という。
　
在米華人「釣魚台保衛行動委員会」
　　
一九七〇年一月二九～三〇
日、在米華人の﹁釣魚台保衛行動委員会﹂が、ワシントンの駐米日本大使館 ロサンゼルス・サンフランシスコの総領事館、ニューヨーク、シアトルなどで抗議デモを行なった
（ ﹃中国﹄一九七一年六月号）
。現台
湾総統
（任期二〇〇八～二〇一四年）
馬英九は、 このときの活動家であり、
﹃怒海油争；東海海床の境界区分と外国人投資の法律問題﹄が博士論文のテーマで、 一九八五年に改題 上、 台湾正中書局から出版され 。　
中華民国外交部、釣魚台領有権主張開始か
　　
中華民国外交部は
一九七〇年四月一〇日 ﹁魚釣列島
（尖閣列島）
は、わが国領土の一部
分であり、わが国はしばしば外交ルートを通じ米国政府﹂ 対し、占領終結の時点で同列島をわが国に返還するよう要求してきた
（ ﹃中国﹄
編集部）
と述べているが、 ﹁占領終結の時点で同列島をわが国に返還
するよう要求してきた﹂という点を裏付ける資料を見かけない。　
警告板設置
　　
米民政
府と琉球政府は一九七〇年﹁五月八日～一三
日﹂ 、尖閣諸島に領域表示板を設置した
（高橋庄五郎、芹田一三一頁）
と
いう。山田友二年表では、米民政府は一九七〇年七月一日、不法入域
図４　島上的地名地標
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者に対する警告板を五島
（魚釣島・久場島・大正島・南北小島）
に設置し
た
（ ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
（図５）
。
　
緑間栄・浦野起央によれば、米民政府は一九七〇年﹁七月七日～
一六日﹂ 、警告板を魚釣島に二本、久場島に二本、大正島に一本、北小島に一本、南小島 一本設置したとのことで
（緑間一二二頁、浦野
一四五頁）
、高橋庄五郎とは日付けにずれがある。
　
日本総理府は、第二次調査﹁尖閣列島海底地質調査﹂団
（団長
?
星
野通平東海大学教授）
を派遣した
（高橋庄五郎）
。
　
中華民国政府、釣魚台領有主張
　　
中華民国政府は一九七〇年七月
一七日、アメリカの﹁パン・パシフィック・ガルフ社﹂
（ ﹁ガルフ・オ
イル社﹂の子会社）
に台湾の北東海域、 ﹁北緯二五度から二七度、東経
一二一度から一二五度まで 五万五〇〇〇平方㎞﹂ 、尖閣諸島を含む海域での石油探査試掘権を許可した
（浦野一頁）
。
　﹁中国石油公
コンス
司﹂
（台湾）
は一九七〇年七月末、 米系﹁亜美和
（アモコ）
﹂
および﹁ 湾
（ガルフ）
公司﹂と、台湾北方海域大陸棚第一区・第二
区の石油資源の探査、採掘に関する契約を締結、八月 三日には米系﹁台湾大洋探勘公司﹂ と、 台湾北方海域大陸棚第三区の石油資源の探査、採掘に関する契約を締結した
（山田友二年表）
。
　
これらは、日本と中華民国が国交関係を維持している時期のもので
あったが、中華民国政府が釣魚台
（尖閣諸島）
領有を主張する最初の
行動であった。つまり、尖閣諸島付近の海底石油資源に最初に反応したのはまず日本であり、 続いて中華民国が動いたという経過であった。　
愛知外相発言
　　
この事態に対して、日本の愛知揆
きいち
一外務大臣は
一九七〇年八月一〇 、参議院沖縄・北方特別委員会で﹁尖閣列島はわが国南西諸島 一部 り、 ﹃国府﹄
︹中華民国政府を指す〕
とガルフ
図５　警告板
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の契約は無効﹂と答弁した
（高橋庄五郎）
。
　
アメリカ、 「尖閣諸島は琉球群島の一部」と表明
　　
アメリカ駐日
大使館スポークスマンは一九七〇年八月一二日、尖閣諸島は琉球群島の一部分であり、日本に返還されると発言した
（楊仲揆一九七〇年八月
二二、 二三日﹃中央日報﹄論文）
。
　
日本政府の方針
　　
日本政府は一九七〇年八月一七日、①琉球米民
政府を通じて、尖閣列島が現在、米民政府の統治下にあり、沖縄とともに日本に返還されることを再確認する、②琉球政府に対し、尖閣列島の領有権を表明するよう要請する、③現在 琉球政府に対して鉱区権を申請している石油資源開発株式会社に早急に調査権を認めるよう働きかける、との方針を決定した
（高橋庄五郎）
。
　
琉球政府、態度表明
　　
これをうけて琉球政府屋
や
良ら
主席は一九七〇
年八月一八日、 記者会見で﹁尖閣列島は石垣市に属する日本領であり、これを内外に明ら にするため早急に琉球政府の公式見解をまとめたい﹂と語った
（高橋庄五郎）
。
　
中華民国、大陸棚条約批准
　　
中華民国立法院は一九七
〇年八月
二一日
、 ﹁ジュネーヴ大陸棚条約﹂を、第六条
（大陸棚の境界画定につ
いて中間線方式を規定）
を留保して批准した
（山田友二年表、 ﹃レファレン
ス﹄ ）
。
　「海域油田探査・採掘条例」
　　
中華民国政府立法院は一九七〇年八
月二五日、 ﹁海域油田探査・採掘条例﹂を採択した
（山田友二年表、 ﹃レ
ファレンス﹄ ）
。
　
琉球政府立法院一九七〇年八月三一日決議
（一九七〇年九月一日発
表）
　　
中華民国政府の動きに対し、米軍占領下の琉球政府立法院は
一九七〇年八月三一日、 ﹁尖閣列島の領土権防衛に関する決議﹂を採
択し、九月一日に発表した。　
中華民国国旗撤去
　　
一九七〇年九月二日、中華民国水産試験所の
﹁海憲丸﹂ が魚釣島に接近し、 同島に ﹁青天白日満地紅旗﹂
（中華民国国旗）
を立て、領土権を主張した。琉球警察は一五日、米民政府の指示でこれを撤去した
（山田友二年表、緑間一二一頁、浦野一六四頁）
。
　
中華民国、領有主張
　　
中華民国外交部長魏道明は一九七〇年九月
四日、立法院秘密会で﹁釣魚台列島は中華民国に属する﹂と初めて領有主張を
表明した
（山田友二年表、浦野一六四頁）
。
　
琉球政府一九七〇年九月一〇日声明
　　
琉球政府は一九七〇年九月
一〇日、 ﹁尖閣列島の領有権および大陸棚の開発主権 関する主張﹂を発表した
（山田友二年表）
。
　
アメリカ、 「中立と不関与」方針へ
　　
一九七〇年九月一〇日、マ
クロフスキー米国務省報道官は、 ﹁サ条約第三条によって米国施政権を有する南西諸島は、北緯二九度以南 すべての島を指すこと。それには尖閣列島がふくまれ 七二年中にその施政権を日本に返還すること。この問題に主張の対立があるときは、関係当事者間で解決さるべきこ ﹂と表明した
（山田友二年表）
。アメリカの尖閣諸島主権問題に
ついての政策転換と見られる。　
しかし尾崎重義は、
（サンフランシスコ平和）
﹁条約で用いられた言葉
は、尖閣諸島も含まれるように意図されていた。したがって 平和条約に基づいて、米国政府は琉球列島の一部として尖閣諸島に対して施政権を行使しているが、琉球列島に対 潜在主権 日本にあるものと考えられる﹂
と解釈している
（ ﹃レファレンス﹄ ）
。
　
また、緑間栄も、マクロフスキーは﹁この条約
︹サ条約〕
により米
国は尖閣諸島を琉球諸島の一部として治めているが、琉球諸島に対す
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る潜在主権は日本にあるものと考えている﹂
（緑間一一三頁）
と述べて
いる。　
マクロフスキー発言の原文確認が必要であるが、その後の事実経過
は﹁潜在主権﹂の承認ではなく、主権問題は﹁関係当事者間で解決さるべきこと﹂と説明されていった。　
徳本栄一郎﹁アメリカから見た尖閣﹃秘密のファイル﹄ ﹂
（ ﹃文藝春秋﹄
二〇一二年一二月号）
によれば、アメリカは一九七〇年代初めに尖閣諸
島の主権について﹁中立と不関与﹂という方針を確立した いう。後述の豊下楢彦は、ニクソン政権は﹁遅く も一九七一年はじめまでには、 あえて﹃中立の立場﹄を選択していた﹂
（豊下五三頁）
と見ているが、
一九七一年よりも少し早いようである。　
アメリカの尖閣主権についての﹁中立﹂選択の理由について、豊下
楢彦は、ニクソンが一九六七年には﹁中国を国際社会 外に永遠に置いておくべきではない﹂と考え、六九 月の大統領就任演説でもそうした方向性を示唆したが
、アメリカが対中接近をはかるのは①ベト
ナ
ム戦争の泥沼化と②一九六九年の中ソ軍事紛争を受けて、ニクソン
が一九六九年八月に国家安全保障会議で﹁現状 お ソ連がより危険な国家であり、もし中国が中ソ戦争で﹃粉砕﹄されれば米国の国益に反する﹂と表明したことに示されている
（豊下五三頁）
、という。
　
中国現代史から見ても、中国が反ソ反米戦略から反ソ第一に転換す
るきっかけは一九六九年の中ソ軍事衝突であった。それは、アメリカの対中政策に変化が起こる時期と重なっているが、アメリカの尖閣主権﹁中立﹂ への転換がそれによって説明でき かどうかはさらに検討が必要であり、やや短絡的かと思われる。アメリカ 米ソ対立基軸から米中関係基軸に転換するのは、一九 一年ソ連崩壊以後
一九九〇年代中国経済の離陸
（
take oﬀ ）
以後のことである。
　
アメリカ政府は一九五〇年代には、尖閣諸島に関する日本の﹁残存
主権﹂ 、 ﹁潜在的主権
﹂を認めていたが、 エ
カフェによる石油情報以後、
あるいはアメリカは石油利 への思惑からか政策を変更し、日本と中華民国に二股をかけたのかもしれない。アメリカは、この方針を今日まで継承しており、一九七一年の中華人民共和国の国連加盟以降はこれに中華人 共和国が加わり、三つ股政策になっているのかもしれないが、これはもちろん、ひとつのありうる推測 とどまま 。　
中華民国国旗撤去
　　
琉球警察本部は一九七〇年九月一五日、三人
の警察官を魚釣島に派遣し、同島に掲げられた中華民 国旗﹁青天白日満地紅旗﹂ 撤去した
（奥原敏雄、 ﹃中国﹄一九七一年六月号）
。
　
日本の海上保安庁巡視艇﹁ちとせ﹂は一九七〇年九月一五日、魚釣
島に掲揚されていた中華民国の﹁青天白日満地紅旗﹂を撤去した
（浦
野一五二頁）
。
　
琉球政府声明
　　
尾崎重義
（ ﹃レファレンス﹄ ）
および緑間栄
（緑間
二〇頁）
によれば、琉球政府は一九七〇九月﹁一七日﹂ 、声明﹁尖閣
列島の領有権について﹂を
発表した。浦野一五頁によれば、琉球政府
声
明﹁尖閣列島の領有権について﹂は﹁九月一日﹂としているが、誤
植か。要旨は、次の通りである。
　
①台湾国民政府は、尖閣列島は国民政府の領有と主張し、パー
シフィックガルフ社に鉱業権を与えたが、これは領土権の侵害である。　
②琉球列島の範囲は、アメリカの統治基本法である﹁琉球列島
の管理に関する行政命令前文﹂に規定されている。
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③尖閣列島は一四世紀には存在が知られ、一三七二年から
一八六六年までの約五〇〇年間、琉球中山王朝と中国とは朝貢・冊封関係にあり、朝貢船・冊封船が福州・那覇間を往来し、列島中の魚釣島などは航路の目標であった。　
④当時、島々は釣魚台・黄尾嶼・赤尾嶼などと呼ば 沖縄で
は釣魚台、黄尾嶼はユクン、クバシマ、赤尾嶼は久米赤島と呼ばれた。久場島はチヤウス島、魚釣島は和平山とも呼んだ。同列島は明治二八年
︹一八九五年〕
まで﹁いずれの国家にも属さない領
土として、いいかえれば国際法上の無主地 あった﹂ 。　
⑤﹁一四世紀以来尖閣列島について言及してきた琉球及び中国
側の文献のいずれも尖閣列島が自 の領土で ることを表明したものはありません。これらの文献はすべて航路上の目標 して、たんに航海日誌や航路図においてか、あるいは旅情をたたえる漢詩の中に便宜上に尖閣列島の島嶼の名をあげているにすぎません。 ﹂　
⑥林子平の﹁
﹃三国通覧図説﹄
（
図６）
が依拠したのは、 ﹃中山
伝信録﹄である﹂ 。林は魚釣島などを﹁中国領として色分けして﹂いるが、 ﹁伝信録 航海図からはこれらの島々が中国領であることを示すいかなる根拠も見出しえない﹂ 。　
⑦﹁沖縄県知事は明治一八年
︹一八八五年〕
九月二二日、はじ
めて内務卿に国標建設を上申す とと に、出雲丸による実地踏査を届け出ています﹂ 。　
⑧さらに、 ﹁一八九三年
（明治二六年）
一一月﹂ 、沖縄県知事が
同県の所轄方と標杭の建設を内務及び外務大臣に上申﹂ したので、﹁一八九四年
（明治二七年）
一二月二七日内務大臣より閣議提出方
について外務大臣に協議したところ、 外務大臣も異議がなかった﹂ので、 ﹁一八九五年
（明治二八年）
一月一四日閣議は正式に、八重
山群島の北西にある魚釣島、久場島を同県の所属と認め、沖縄県知事の内申通り同島に所轄標杭を建設せしめることを決定し その旨を同月二一日県知事 指令﹂した。　
⑨﹁さらに、
この閣議決定に基づいて、明治二九年四月一日、
勅
令一三号を沖縄県に施行されるのを機会に、同列島に対する国
内法上の編入措置﹂が行なわれた。 ﹁沖縄県知事は、勅令一三号の﹃八重山諸島﹄に同列島が含まれるものと解釈して、同列島を地方行政区分 、八重山郡に編入させる措置を った この措
図６　林子平図
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置は ﹁たんなる行政区分上の編入にとどまらず、 同時にこれによって国内法上の領土編入措置がとられたことになった﹂ 。　
⑩﹁編入された尖閣列島の範囲﹂は、 ﹁明治二八年一月の閣議
決定は、魚釣島と久場島に言及しただけで﹂あったが、 ﹁久米赤島を除く他の小諸 及び岩 は、国際法上当然にわが国の領有意思が及んでおります﹂ 。 ﹁久米赤島﹂ は閣議決定がなぜ言及しなかったのか﹁明らかで ありませんが、明治一八年及び二三年の沖縄県知事 上申は、魚釣島及び久場島とともにつねに久米赤島 も触れており、また、明治二八年の閣議において原案のとおり決定をみた閣議提出案には県知事の上申通り沖縄県の所轄と認めるして、 久米赤島をとくに除外する理由は何も述べていません﹂ 。 ﹁日本外交文書におい も、久米赤島の編入は、当然に編入されたものとして扱われて ります﹂ 。　
⑪この琉球政府声明は、尖閣諸島の地番を記述している。
　
⑫国府の尖閣諸
島領有主張は
、 ﹁沖縄の現在のような地位
︹ア
メリカ占領下であること〕
に乗じて日本の領土権を略取しようとた
くらむもの﹂であるが、 ﹁残念ながら琉球政府 外交の権限がなく、どうしても日本政府並びに米国政府から中華民国と 渉をもってもらう外ありません﹂
（ ﹃朝日アジアレビュー﹄ 、浦野二二六～
二三〇頁）
。
　　
台湾省議会決議
　　
中華民国台湾省議会は一九七〇年九月三〇日、
﹁釣魚台主権維持・擁護決議﹂ を採択した。 その論点は、 次の通りである。
　
①釣魚台に対する中華民国の領土主権は歴史的連係、地理的位
置、地質構造、台湾住民の継続的使用および法理から明白だ。　
②一九四三年カイロ宣言、一九四五年ポツダム宣言から、琉球
列島の最終的 位は主要同盟国によって決定されるべきだ
（浦野
二八頁）
。
　
香港「釣魚台防衛運動」
　　
イギリス領香港では、イギリスによる
中華人民共和国への一九九七年の香港返還に至るまで ﹁中国﹂ への ﹁祖国復帰運動﹂は起こらなかったが、 一九七〇年には﹁釣魚台防衛運動﹂が開始された。　「海域石油鉱保留区」設置
　　
中華民国は一九七〇年一〇月一五日、
台湾海峡および東シナ海大陸棚に﹁海域石油鉱保留区﹂を設置したと発表した
（山田友二年表）
。
　
日・韓・台、共同開発合意
　　
日・韓・台三国連絡委員会は
一九七〇年一一月一二日、東シナ海大陸棚石油資源共同開発についての原則的合意が成立した
（山田友二年表）
。
　
一九七〇年学術調査
　　
九州大学・長崎大学合同調査隊は一九七〇
年一二月二日～一五日、尖閣諸島の地質・生物相・海鳥・水産昆虫類の調査を行なった
（山田友二年表）
。
　
北京放送・ 『人民日報』 、尖閣諸島領有権主張開始
　　
北京放送は
一九七〇
年一二月四日、日・韓・台三国の東シナ海大陸棚石油資源共
同
開発計画を非難し、尖閣諸島は中国に属するとの新華社報道を伝え
た
（奥原敏雄、 ﹃中国﹄一九七一年六月号）
。尾崎重義によれば、 同日付﹃人
民日報﹄が﹁日本軍国主義が中国と朝鮮の海底石油資源を収奪するものである﹂と非難した
（ ﹃レファレンス﹄ ）
。
　
中華人民共和国によるはじめての尖閣諸島領有権主張である。
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　「海洋開発研究連合委員会」設置
　　
日韓、日華両協力委員会は
一九七〇年一二月二一日、日・韓・台三国による東シナ海大陸棚石油資源共同開発推進機関として﹁海洋開発研究連合委員会﹂の設置を決定した
（山田友二年表）
。
　『人民日報』 ・北京放送の主張
　　
一九七〇年一二月二九日﹃人民日
報﹄は、評論員名で﹁米日反動派によるわが国の海底資源略奪を決して許さない﹂と表明した
（山田友二年表）
。北京放送は一九七〇年一二
月三〇日、 ﹁釣魚群島は 五五六 に胡宗憲が倭寇討伐総督に任命された当時、その防衛範囲にあっ ﹂と主張した
（浦野一五六頁）
。
　
中華民国外交部、日本に申し入れ
　　
中華民国外交部は一九七一年
二月中旬、 ﹁台北の日本大使館を通じて日本政府 対し、尖閣諸島は地理的にも歴史的にも台湾 領土であり、日本の主張 は同意できないという公式の申し入れを行なっている。 ﹃国府﹄が 本 て正式に領有権を主張したのは、これが最初である﹂
（ ﹃レファレンス﹄ ）
。
　
中華人民共和国側は一九七一年三月一日、 ﹁日
中覚書貿易交渉会談
コ
ミュニケ﹂で﹁日・蔣・朴連絡委員会は、こともあろうに中国に近
い浅海海域の資源を共同開発することを決定したが、これは中 の主権に対するあからさまな侵犯﹂だ
（山田友二年表）
と主張した。
　
琉球大学は一九七一年三月～四月、尖閣諸島の植物・海鳥・地質・
海洋動物の学術調査を行なった
（浦野一四九頁）
。
　
日本外務省筋は一九七一年四月四日、 ﹁沖縄返還協定﹂の中の返還
区域内に尖閣諸島を含めることで日米間に合意が成立 と語った（山田友二年表）
。
　
石油開発中止
　　
プレイ米国務省報道官は一九七一年四月﹁九日﹂ 、
①﹁東シナ海、黄海の石油開発をめぐって、 本、中国、国府、韓国
の四カ国の主張が対立しているため、米国政府は、米国の石油会社パシフィック・ガルフ社に対 、同海域で石油開発を進めることは好ましくないとして、開発中止を申し入れ 。また、同社の調査船を東シナ海から引揚げさせた﹂ 、②﹁米国は尖閣諸島を含む
南西諸島の施
政
権を一九七二年中に日本に返還する。しかし、尖閣諸島の領有権を
めぐる紛争は、当事者間の話し合いによるか、あるいは当事者が希望するならば、第三者の裁定によって解決するのが望まし ﹂と発表した
（山田友二年表、 ﹃レファレンス﹄ 。浦野一五七頁では﹁一〇日﹂ ）
。以後今
日に至るまで、 尖閣諸島近海の海底資源開発は停止された まである。　
アメリカ国防省覚書
　　
これに対して、アメリカ国防省は一九七一
年沖縄返還協定
（六月）
が締結される前の三月に国務省に送った覚書
で、 ﹁一九四四年に発行された陸軍地図サービス地名索引 には﹁尖閣列島を沖縄の一部﹂と記載しているとし こ ことは﹁尖閣列島に対する日本の主張に尊厳を与えており、米国が採っている中立の立場に反している﹂と した
（豊下五二頁）
。
　
中華民国外交部主張
　　
中華民国外交部は一九七一年四月一〇日、
﹁釣魚台列嶼はわが国領土の一部であるから、米国による管理終了の時点で、わが国に返還すべ
きである﹂という趣旨のスポークスマン談
話
を発表した
（ ﹃レファレンス﹄ ）
。
　
一九七一年五月一日﹃人民日報﹄は、釣魚島は台湾の東北海域にあ
るとして領有権を主張し、日米﹁沖縄返還協定﹂で釣魚島が沖縄返還区域に含まれることに抗議 た。これは、日本と中華人民共和国との間にまだ国交関係がない時期のものであった。　
中華民国外交部は 六 一日、 ﹁琉球群島の地位問題に
関する中華民国政府外交部の声明﹂を発表、 アメリカが﹁釣魚台列嶼
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および﹁帰属未定の琉球諸島﹂を日本に移管することに抗議した。　「沖縄返還協定」
　　
一九七一年六月一七日、尖閣諸島を含む﹁沖縄
返還協定﹂ が日米間で締結され、 一九七二年五月一五日、 発効した。 ﹁沖縄返還協定﹂第一条二は、沖縄 範囲を﹁平和条約三条に基づく米国の施政下にある領土で、一九五三年一二月二五日の民生布告第二七号に指定されているとおり﹂であるとして、その範囲を緯度・経度で明示し、尖閣諸島はその中に入っていた
（日本外務省ＨＰ）
（図７）
。大正
島・久米島は、米軍に貸与された。　
米中接近
　　
アメリカ政府は、朝鮮戦争以来の﹁中国﹂
（中華人民共
和国）
封じこめ政策を転換し、米中接近・中ソ分断をはかった。キッ
シンジャー米大統領補佐官は一九七一年七月九日、秘かに訪中した。キッ は、そのさい、日米安保条約は日本が大々的 再軍備するのを防ぐために必要と説明し 中華人民共和国政府はそれを受け入れて従来の日米安保反対から日米安保
支持に態度を転換した。中国
政
府はさらに、対ソ戦略構築のため、従来の自衛隊反対から自衛隊支
持に態度を転換し、日中国交樹立のための条件整備を行なった。　
一九七一年七月一六日には、ニクソン米大統領の訪中計画が発表さ
れ、 世界に衝撃を与えた。わたしは、 こ ニュースをオランダできき、驚いた記憶がある。米中は、対ソ戦略で利害が一致したのである。　
中華人民共和国、国連加盟
　　
第二六回国連総会は一九七一年一〇
月二五日、中華人民共和国の加盟案を可決し、翌二六日 中華民国国連から脱退した。中華人民共和国は、建国二二年にして国際社会への参加が認められることになった。　「中華人民共和国外交部声明」
　　
中華人民共和国外交部は一九七一
年一二月三〇日、 ﹁釣魚島などの主権に関する 華人民共和国外 部
声明﹂を発表し、 釣魚島
（尖閣諸島）
は﹁中国の固有の領土﹂と公式に表明した。　
これは、文革の混乱の渦中にあっ
て国家機構が半ば麻痺するという状況にあっても中華人民共和国外交部は
一定の機能を保持していた だと
い
うことを示している。中華人民共
和国外交部は、一九五〇年に尖閣諸島問題の位置づけについての検討を提起していたが、検討が進展することはなく、反米戦略下で ﹁沖縄の日本復帰を支持する﹂ ﹁尖閣諸島は沖縄に属する﹂との立場を表明していたが、石油資源の存在を知り、中華民国の主張を し、 ﹁沖縄返還協定﹂ 締結されよう るという状況に対応し、 ﹁尖閣諸島は台湾に付属する﹂との立場をとることと決定したのであろう。　
ＣＩＡ報告書
　　
一九七一年に作成されたＣＩＡの報告書
（二〇〇七
年秘密指定解除）
には、尖閣諸島は一般的に琉球諸島の一部と考えら
れている、との記述 加え、尖閣諸島の主権に対する日本の主張は強力であり、その所有の挙証責任は中国側にあるように思われると記述されている
（日本外務省ＨＰ）
という。
　「台湾宜
ぎ
蘭らん
県」所属
　　
中華民国政府は一九四五年台湾接収後、釣
魚台列島を管轄内に帰属させる措置はとらなかった。中
華民国宜蘭県
政
府は一九七二年二月一〇日、釣魚台列島は行政院の正式決定により
図７　返ってくる沖縄県の位置
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宜蘭県の管轄に帰属させられたとの教育庁の通知を受け取ったと発表した
（山田友二年表）
という。
　
しかし、わたしの手元にある一九九五年一〇月印刷の中華民国封筒
の背面に記載されている郵便番号によると、 ﹁釣魚台列嶼﹂ は ﹁二九〇﹂となっていて、 には所属しておらず山田年表は誤りと見られる。なお、無人島に郵便番号をつけ 意味は不明である。　
民進党陳水扁候補を破って総統に当選したばかりの台湾の馬英九は
二〇〇八年六月一三日、 ﹁釣魚台列嶼﹂を﹁宜蘭県頭
とう
城じょう
鎮ちん
大だい
渓けい
里り
﹂
に組み入れると発表した
（黄銘俊主編﹃規復釣魚台
　
從漢疆突撃隊出発﹄
二八五頁
　
台湾
　
菁典有限公司
　
二〇一二年一一月）
。頭城鎮は沖合に亀
き
山ざん
島とう
を望む台湾東北部の小さな田舎町である。
　
なぜ距離としては最短距離に る基
キー
隆ルン
市に所属させなかったかは不
思議であるが、尖閣諸島近辺での漁業が一番活発だったのが宜蘭県だったからとい
うことのようである。
　
こ
れに対し、日本政府は二月一七日、抗議を行なった。沖縄は米軍
占領下にあり、米民政府ランパート高等弁務官は二月二四日 琉球政府屋良主席 対し ﹁沖縄漁民の尖閣諸島周辺への出漁はこれまで通りに行なってかまわない﹂と言明した
（山田友二年表）
。
　
なお、中華人民共和国は二〇一三年現在、 ﹁尖閣諸島は台湾の付属
島嶼﹂と主張しているが、尖閣諸島の行政管轄が台湾のどこに属するかについては何も語っていない。　
琉球立法院決議
　　
琉球立法院は一九七二年三月三日、日米両国政
府に対し﹁中華民国政府、 中華人民共和国政府 誤った主張に抗議し、その主張をただちにやめさせるよう要請する﹂との決議を全会一致で可決した
（山田友二年表、 ﹃朝日アジアレビュー﹄ ）
。
　
国連論争
　　
一九七二年三月三日、国連海底平和利用委員会で中華
人民共和国代表安致遠は、尖閣諸島に対する中国の領有権を主張し（ ﹃朝日アジアレビュー﹄に収録）
、日本の小木曽大使はただちに反論した
（山田友二年表）
。
　「日本外務省基本見解」
　　
日本外務省は一九七二年三月八日、 ﹁尖
閣諸島の領有権についての基本的見解﹂を発表した。その要旨は、次の通りである。﹁
（１）
わが国は、明治一八年
（一八八五年）
以降、再三の現地調
査を経て、尖閣列島が無人島であるのみならず、清国の支配が及んでいる痕跡がないことを慎重に確認した上で、明治二八年（一八九五年）
に現地に標杭を建設する旨の閣議決定を行って、わ
が国領土に編入した。これは、先占権の行使である。（２）
同列島は、明治二八年五月発効の下関条約第二条に基づき、
わが国が清国より割譲 受けた台湾および澎湖島縄には含まれない。（３）
サンフランシスコ平和条約で日本が放棄した領土には、尖
閣列島は含まれない。この地域は、南西諸島の一部として米国施政下に置かれていたもので、一九七一年沖縄協定によって日本返還される地域に る。（４）
中国が尖閣列島を台湾の一部と考えていなかったことは、
平
和条約第三条に基づき米国の施政権下に置かれた地域に同列島
が含まれている事実につきなんらの異議を唱えなかったことからも、明らかである。（５）
従来、 中華民国および中華人民共和国政府がいわゆる歴史的、
地理的、ないし地質的根拠として挙げている諸点は、いずれも同
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列島に対する中国の領有権の主張を裏付けるに足る国際法上の有力な根拠とはいえない﹂
（浦野二～三頁）
。
　『朝日新聞』社説
　　
﹃朝日新聞﹄は一九七二年三月二〇日、 ﹁尖閣
列島とわが国の領有権﹂と題する要旨次の﹁社説﹂を発表した。
　
①一九七二年三月三日、国連海底平和利用委員会で中華人民共
和国代表が尖閣列島は﹁中国の固有の領土﹂と主張し、日本代表は﹁日本以外のいかなる国も、そ 領 権を主張しえない﹂と反論した。　
②﹁尖閣列島は、国際法上、わが国の実効支配が及んできた日
本の領土であり、それをくつがえすに足る疑義はまったく存在ない﹂ 。　
③一九六九年エカフェが尖閣列島付近に石油 あると発表して
のち、国府
（台湾）
、中国は領有権を主張し始めた。
　
④中国の﹁主たる論拠は、第一に は歴史的、地理的に
台湾の一部である﹂ 、 ﹁第二に日清戦争で台湾が日本に割譲されるのにともない、日本領土に編入されたものであり、従ってポツダム
宣言を受諾した日本は、台湾とともに も中 に対して
放
棄した﹂というものだ。
　
⑤尖閣列島は琉球や中国の古文書に記録されているが、 ﹁尖閣
列島を自国の領土として明示した記録はこれらの文献に 見当らず、 領土の帰属を争う余地なく証明するような歴史的事実もない。 ﹂　
⑥﹁尖閣列島が中国大陸の大陸ダナの上にあるとする領有の根
拠は、もともと海底の区域を対象 する大陸ダナ権原と領域主権
とを混同したもの﹂だ。　
⑦一八九五年に日本が領有を決定したが、 ﹁当時、清朝政府が
異議申し立てなかっ ﹂ し、 ﹁日清講和交渉の場はもちろんのこと、前大戦終了後の領土処理の段階でも意思表示﹂しなかった。　
⑧サンフランシスコ平和条約締結時、 ﹁沖縄に対する施政権の
範囲を定めた米民政府布告二七号 なかに尖閣列島の存在が明示された﹂ 。　
⑨﹁尖閣列島の領有問題と大陸ダナ海底資源の開発とは別個の
問題であり、 切離して取扱うこ が、 事態を円満 解決する方策﹂ だ。
　
福田外相発言
　　
日本政府福田外務大臣は一九七二年三月二二日、
参議院沖縄・北方領土問題特別委員会でアメリカが尖閣諸島の領有権問題に対して﹁中立﹂の態度をとっていることについて﹁アメリカの態度は逃げ腰であり、非常に不満﹂ 批判した
（山田友二年表）
。
　
各政党・新聞見解
　　
自由民主党は一九七二年三月二八日、日本社
会党は四月一三日、 ﹃東京新聞﹄は二月二〇日、 ﹃日本経済新聞﹄は三月五日、
﹃産経新聞﹄三月七日
、 ﹃毎日新聞﹄三月九日、 ﹃読売新聞﹄
は三 一〇日、 ﹃朝日新聞﹄は三月二〇日、 ﹁尖閣諸島は日本の領土﹂との見解を発表した
（ ﹃レファレンス﹄ ）
。
　
日本共産党見解
　　
日本共産党は一九七二年三月三〇日、 ﹁尖閣列
島にかんする日本共産党の見解﹂ を発表した。 要旨は 次の通りである。
　
①一九七二年三月三日沖縄立法院の﹁尖閣列島が日本の領土で
あることは明白な事実であった、領土権を争う余地はまったくない﹂との決議について、 ﹁わが党はこの主張 妥当なものと考え
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てきた﹂ 。　
②日本政府による一八九五年の領有決定は﹁尖閣列島にたいす
る最初の領有行為﹂であり、 ﹁一九七〇年までの七五年間、外国からこれに異議が公式にもちだされたことはない﹂ 。　
③一八九六年、久場島に﹁古賀村﹂が生まれた。
　
④尖閣領有と日清戦争は関係ない。カイロ宣言、ポツダム宣言
の中にも尖閣は入っていない。　
⑤一九四五年以降、大正島と は米軍射爆場となったが、
尖閣列島も沖縄全面返還闘争の対象である。　
⑥中国側文献に中国住民が居住した記録はない。明朝の海上防
衛区域に含まれていたとの主張は﹁領有とは別個の問題﹂である。中華人民共和国と台湾 地図にも尖閣列島 記載はない ﹁大陸棚﹂は海底資源の問題で﹁島の領有とは別問題﹂だ。　
⑦久場・大正両島の米軍射爆場撤去を要求する
（一九七二年三
月三一日﹃赤旗﹄ 。浦野二四三～二四五頁 所収）
。
　
こうして、一九七〇年から一九七二年にかけて尖閣問題に関する
日
本
の立場の基本的な骨格が形づくられたのであった。
５．
 一九七二年日中国交樹立から一九九二年「領海法」制定以前まで／日中友好の二〇年
　
日本国内「尖閣諸島＝中国領」論
　　
一方、日本でも﹁尖閣諸島
は中国領﹂と主張する人々もいた。　
日本国際貿易促進会は一九七二年三月七日、 ﹁ ＂尖閣列島＂を中国
ら窃取する策動に反対し、領有権問題の正しい理解を広める﹂との計
画を採択した
（山田友二年表）
。日本国際貿易促進会の高橋庄五郎は、 ﹃朝
日アジアレビュー﹄一九七二年夏号に﹁いわゆる尖閣列島は日本のものか︱︱＂歴史は回答する＂ ﹂を発表した。　
一九七二年四月一七日、荒畑寒村・井上清・小田切秀雄・羽仁五郎
らは﹁日帝の尖閣列島略奪阻止のための会﹂を結成し、 ﹁尖閣列島は日清戦争で 本が強奪したもの﹂と主張した
（ ﹃レファレンス﹄ ）
。
　
一九七二年七月七日、中国文化大革命礼賛に走った日中友好協会正
統本部は、 ﹁尖閣諸島は中国領﹂と主張した
（ ﹃レファレンス﹄ ）
。
　
井上清は、 ﹁釣魚列島
（尖閣列島）
等の島嶼は中国領土である﹂
（ ﹃日
中文化交流﹄一九七二年二月号）
を発表、中華人民共和国では一九七二
年五月四日﹃人民日報﹄がその中国語全訳を掲載した。井上はさらに、﹁釣魚列島
（尖閣列島等）
の歴史とその領有権﹂
（ ﹃歴史学研究﹄一九七二
年二月号）
を発表し、一九七二年五月四日﹃光明日報﹄は、その中国
語
全訳を掲載した。井上は続いて﹃中国研究 報﹄一九七二年六月号
に﹁釣魚諸島
（ ﹁尖閣列島﹂など）
の歴史とその領有権
（再論）
﹂を発表
し、 これに一部手を加えて単行本 ﹃釣魚諸島の史的解明
　﹁尖閣﹂ 列島﹄
（現代評論社
　
一九七二年一〇月）
にまとめた。同書の第一部が同題で第
三書館
（一九九六年一〇月）
から出ている。単行本も、三種類の中国語
訳が出ている。　「竹入メモ」
　　
日中国交正常化を前にして一九七二年七月二五日、
公明党竹入義勝委員長と周恩来の会談が行なわれ、 ﹁周恩来が尖閣に触れる必要はないと発言した﹂という﹁竹入メモ﹂が作成された。　
この発言は、 ﹁棚上げ﹂方針という面だけが語られているが、豊下
楢彦は﹁今後尖閣諸島の問題を本格的 議論する時期が来るであろうとの意思が表明されている﹂
（豊下四九～五〇頁）
と指摘している。鋭
２段縦_斎藤_尖閣諸島.indd   72 2014/05/14   14:48:21
73
斎藤：尖閣諸島問題をめぐる歴史
い指摘である。その時期は、二〇年もたたない一九九二年に訪れた。　
日中国交樹立
　　
日本と中華人民共和国は一九七二年九月二九日、
﹁日中共同声明﹂を発表し、国交を樹立した。 ﹁日中共同声明﹂は、尖閣諸島が日本に所属するのか中華人民共和国に所属するのかについては触れなかった。　
日中国交樹立に伴い、日本と中華民国は国交を断絶し、 ﹁日華平和
条約﹂は失効した。中華人民共和国にとっては、①第一にソ連主敵論に立つ対ソ戦略上、米日との連携を確立することが最優先課題だっのであり、②第二に日本との国交を樹立して日本の資本・技術を利用して中国経済の立て直し、発展を図る必要があったのであり 尖閣諸島の領有問題はそれに比べれば些細な問題、と位置づけられていたのである。　
南小島・北小島譲渡
　　
一九七二年、古賀善次は南小島・北小島を
栗原国起に譲渡した
（浦野一三七頁）
。
　「尖閣諸島領有決死隊」
　　
一九七三年五月一二日、日本の右翼団体
﹁尖閣諸島領有決死隊﹂が魚釣島に上
陸した
（浦野一六七頁）
。
　
南沙紛争
　　
中華人民共和国は一九七四年一月五日、南ベトナムと
の間での南シナ海における南沙紛争で強硬な態度を取った
（緑間二九
頁）
。
　
西沙紛争
　　
中華人民共和国は一九七四年一月一九日、二〇日、南
ベトナムとの間での南シナ海における西沙紛争で厳しい（緑間二九頁）
。
　「日韓大陸棚共同開発協定」調印
　　
一九七四年一月三〇日、東シ
ナ海の﹁日韓大陸棚共同開発協定﹂が調印された。中国は、東シナ海大陸棚は大陸の自然延長であるとの主張をし、この大陸棚分割は中国
に対する侵犯行為だと主張した
（浦野三頁）
。
　
ベトナム戦争終結
　　
一九七五年四月三〇日、南ベトナム解放民族
戦線は南ベトナムの首都サイゴンを陥
おと
し、ベトナム戦争は終結し、米
軍によるベトナム介入は失敗に終わった。　
文革終結
　　
一九七六年九月、毛沢東が死去し、一〇月、毛沢東夫
人江青ら﹁四人組﹂が逮捕され、一〇年続いた文化大革命は事実上終結した。　
古賀善次死去
　　
一九七八年三月五日、古賀善次が死去
し、妻花子
が
栗原国起への遺産継承を確認し、四月、古賀花子は魚釣島を栗原国
起に譲渡した
（浦野一三七頁）
。
　
中国「漁船」領海侵犯
　　
日中平和友好条約締結という日程を前に
して、一九七八年四月一二日、中華人民共和国国旗を立て武装した上海・天津・青島船籍の中国﹁漁船﹂一〇八隻～一四〇隻が尖閣諸島周辺に現れ、一三日～一五日にわたって四〇隻が﹁尖閣列島はわが国の領土﹂という看板を掲げ、日本領海を侵犯した
（緑間二九～三〇頁、浦
野一六七頁）
。
　
矢吹晋は、一九七八年四月の中国漁船一〇〇隻の領海侵犯は﹁反鄧
小平グループが漁船騒動を組織した﹂
（ ﹃尖閣問題の核心﹄七七頁
　
花伝
社
　
二〇一三年一月）
と見る。一つのありうる可能性であるが、真相は
いまだ不明である。　
アメリカ国家安全保障会議レポート
　　
アメリカ国家安全保障会議
は一九七八年四月一七日、レポートを提出 、尖閣諸島問題 ついて﹁一九七二年の立場を再確認﹂した
（徳本栄一郎、 ﹃文藝春秋﹄二〇一二
年一二月号）
。主権問題についての﹁中立﹂姿勢の継続である。
　「
日中平和友好条約」
　　
一九七八年八月一二日、 ﹁日中友好平和条
２段縦_斎藤_尖閣諸島.indd   73 2014/05/14   14:48:21
74
中　央　大　学　論　集
約﹂が締結された。同条約第一条は、 ﹁すべての紛争を平和的手段により解決し、武力による威嚇に訴えない﹂と規定した。　
このさい、鄧小平は﹁ニコニコ笑って﹂ 、 ﹁この前の
︹四カ月前の中
国漁船、尖閣諸島領海侵犯事件〕
は偶発事件だ。 ﹂ ﹁もう絶対やらん、絶
対やらん﹂と言ったという
（園田直︿当時、外務大臣﹀ ﹃世界
　
日本
　
愛﹄
三二七～三二八頁
　
第三政経会
　
一九八一年五月）
。まるで、悪さをしたワ
ルガキが言い訳を言っているかのようだが、鄧小平はこのときは日中平和友好条約締結を優先課題として たのである。　
一九七八年、日本右翼団体﹁日本青年社﹂ 、魚釣島に上陸し、第
一灯台を建設した
（浦野三頁、五頁）
。このとき、放った山羊がその後
増殖し、生態系の崩壊が問題となった
（浦野二〇七頁）
。
　
中共一一期三中全会
　　
中国共産党第一一期三中全会は一九七八年
一二月、 ﹁階級闘争﹂の終了を宣 し、経済の﹁改革開放﹂路線への転換を決定した。これが、
今日の中国の経済発展の出発点となった。
　
米
中国交樹立
　　
アメリカと中華人民共和国は一九七九年一月一
日、日本に続いて国交を樹立した。　
中越戦争
　　
中華人民共和国は一九七九年二月～三月、ベトナムに
﹁教訓﹂を与えると称して中越戦争をしかけ、ベトナムに侵攻し、カンボジアの紅衛兵、ポル・ポト政権 支援 東南アジアへの影響力の確保が目的の軍事行動であった。　
一九七九年一一月一五日、ソ連機が尖閣諸島上空を侵犯した
（浦野
一六〇頁）
。
　
対中ＯＤＡ開始
　　
日本政府の大平正芳首相は一九七九年一二月五
日、一九七九年度分として五〇〇億円の円借款 中 に対して供与すると表明した。対中政府開発援助
（ＯＤＡ）
の開始である。これは、
中国の経済発展に大きな支援となった。　「台湾関係法」
　　
アメリカが中華民国から中華人民共和国に乗り換
えたことにより、アメリカと中華民国の間の﹁米華相互防衛条約﹂は一九七九年一二月三一日、失効したが、アメリカは国内法として﹁台湾関係
法﹂を制定し、これを根拠に台湾支援を続けた。
　
第
三次国連海洋法会議は一九八二年四月三〇日、 ﹁国連海洋法条約﹂
を採択した
（緑間八三頁）
。
　
日本右翼団体﹁日本青年社﹂は一九八二年八月、魚釣島に上陸し、
一九八八年六月、第二灯台を建設した
（浦野三頁）
。
　
中国、海洋権益主張
　　
中国海軍司令員
（総司令官）
劉華清は
一九八五年、 ﹁近海積極防衛戦略﹂を提唱し、 中央軍事委員会の決議で、領土主権と海洋権益の擁護が初めて公式に承認された
（石平 ﹃尖閣問題。
真実のすべて﹄一一八頁
　
海竜社
　
二〇一二年一二月）
。
　「三一四中越海戦」
（中国側呼称）
　　
ベトナム海軍は、南シナ海で
南沙群島の中国名永
えい
暑しょ
礁しょう
、華陽礁、赤
せきか
瓜礁を占領し、中国海軍は
一九八八年三月一四日、 ﹁ 〇二編隊﹂を出動させ、これらの島々を奪取した
（楊中美﹃中國則将開戰／中国新軍国主義崛起﹄二一〇頁
　
台湾
　
時報出版
　
二〇一三年二月）
。
　
一九八八年一月一日、古賀花子が死去し、遺言で
栗原国起が遺産を
継
承した
（浦野一三七頁）
。
　
六・四軍事弾圧
　　
一九八九年六月四日、中華人民共和国では民主
化を要求する学生らに対して六・四軍事弾圧が行なわれ、欧米各国は中国に経済制裁を加えた。　「世界の工場」化
　　
日本は、率先して中国に経済援助を再開 、
鄧小平の ﹁改革開放﹂ ﹁社会主義市場経済﹂ 化政策を援助した。これは、
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二〇〇〇年代までに三兆円を超え、その後の中国経済発展の重要な資金源となった。中国は﹁世界の工場﹂と呼ばれるようになり、中国経済は﹁離陸﹂
（
take oﬀ ）
した。
　
一九九〇年一〇月二一日、台湾船二隻が日本の領海を侵犯した
（浦
野一七一頁）
。
　
ソ連崩壊
　　
一九九一年一二月二一日、ソ連は崩壊し、一九四五年
以来の米ソ対立時代は終わった。　
一九七二年から一九九二年までは、日中友好の二〇年であった。
６．
 「領海法」制定から二〇一一年までの対立発生
（一九九二年～
二〇一一年）
　
中華人民共和国の﹁領海法﹂制定に先立ち、 九九一年、尖閣諸島
海域で操業中の日本漁船に対し、 ﹁国籍不明船﹂
（一部は中国船と確認さ
れた）
による発砲・臨検・襲撃事件が多発、中国海軍高速艇による威
嚇発砲事件が発生した
（浦野三頁）
。
　「領海法」制定
　　
中華人民共和国は一九九二年二月二五日、第七
期全国人民代表大会常務委員会第二四回会議で﹁中華人民共和国領海および接続水域法﹂
（略称﹁領海法﹂ ）
を制定し、 同法第二条で中国名﹁
釣
魚島﹂
（尖閣諸島）
は﹁中国の領土﹂と規定した。一九七二年に周恩来、
一九七八年に鄧小平が発言したいわゆる﹁棚上げ﹂方針を鄧小平・中国政府が公式に放棄したのである。この政策転換は、一九九一年一二月にそれまでの中国の主敵であったソ連 崩壊 ことによって、中国にとって日本自衛隊と米軍の軍事配置上の必要性が低下したどころか逆転し、中 の﹁国益﹂追求の障害物化し ためと見られる。　
これは、重大な問題であったが、日本政府はいちおう形式的にこれ
に﹁抗議﹂したにとどまった。これ以後、尖閣諸島は日中両国の紛争事項となった。中国共産党は、政権基盤としてナショナリズムを政策の主軸に据え、マルクス主義的立場からの﹁日本人民も日中戦争の被害者﹂という言葉は言わなくなった。　
この中国の政策転換は、一九九一年一二月のソ連の崩壊、一九九〇
年代における世界資本の中国集中、中国の﹁世界の工場﹂化、中国経済の離陸と軍事大国化の開始、日本のバブル経済の崩壊による長期停滞
と政治的混迷という世界構造の枠組の変動過程の中で起こったこと
だった。　
一九九二年、尖閣諸島海域で﹁国籍不明船﹂による日本船に対する
発砲事件が三四件発生した
（浦野一七二頁）
。
　
一九九三年、尖閣諸島海域で﹁国籍不明船﹂による日本船に対する
発砲事件が二五 発生した
（浦野一七二頁）
。
　
台湾が尖閣諸島
（釣魚台列嶼
しょ
）
の領有を主張したのちに出版された
国立編訳館主編・国立編訳館中等学校歴史地図集編審委員会﹃ 等学校本 歴史地図集
　
全一冊﹄
（国立編訳館
　
一九九三年八月）
所収﹁地方
自治実施後台湾省行政区画図﹂等には、 ﹁釣魚台列嶼﹂は収められていない。　
同じく台湾の郭啓元編絵﹃彩色版国中認識台湾歴史篇／中国歴史図
表通鑑﹄
（南一書局
　
発行年月未記入）
所収﹁今日所知台湾南島語系各族
分布図﹂ 、 ﹁清領時代前期台湾行政区演変図﹂ 、 ﹁沈葆楨治 時期 図、﹁十大建設位置図﹂等
にも、 ﹁釣魚台列嶼﹂は収められていない
（図８）
。
　
中国共産党中央は一九九四年八月二三日、 ﹁愛国主義教育実施要綱﹂
を制定し、思想・政策・政権のよって立つ基盤を実質的に﹁マルクス主義﹂から﹁愛国主義﹂
（ナショナリズム）
に転換した。
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一九九五年五～六月、尖閣諸島海域の日中大陸棚管轄分岐海域では
中国国家海洋局の資源調査船による大規模な活動が行なわれた
（浦野
四頁）
。
　
中華人民共和国は一九九六年三 八日、台湾の総統選挙での李登輝
当選を阻止するため、台湾の基
キー
隆ルン
沖、日本の与那国島付近の海上にミ
サイル三発を打ちこんだ。中華人民共和国はさらに一九九六年六月八日、七月二九日には、核実験を実施した。　
一九九六年六月、第二次保釣運動が香港・台湾・ワシントン・北京
で行なわれた。九月、香港・台湾の﹁全球 保釣大連盟﹂突撃隊が尖閣諸島海域に突入した。一〇月五日には、その第二陣が魚釣島に上陸し、中華民国国旗と中華人民共和国国旗を立てた
（浦野四頁、黄銘俊
一〇四頁）
。
　
日本の海上保安庁は一九九六年七月一六日、日本の右翼団体﹁日本
青年社﹂五名が魚釣島に上陸し 灯台を建てたことを確認した。同社はさらに九月九日、台風で破損していた魚釣島の灯
台を再設置した。
　
一
九九六年九月一五日、 香港で尖閣諸島問題での抗議集会が開かれ、
八〇〇〇人が参加した。九月二六日 は、日本領海に侵入した香港抗議船から四名 尖閣上陸をめざして海に飛びこみ、突撃隊長デビッド・チャン
（陳毓
いく
祥）
が溺
できし
死した。
　
一九九六年一〇月七日、香港・マカオ・台湾の活動家の船が日本領
海に侵入し、四名が上陸し、五星紅旗
（中華人民共和国国旗）
と青天白
日満地紅旗
（中華民国国旗）
を立てた。
　
中華人民共和国海洋調査船は、一九九六年、一九九七年、一九九八
年と連続して日本領海を侵犯した。　
一九九六年一〇月一八日中国共産党機関紙﹃人民日報﹄は、 ﹁釣魚
島の主権帰属について﹂を発表、 釣魚島は﹁中国の領土﹂と主張した。　
一九九七年五月、日本の新進党国会議員が魚釣島に上陸した。
　
同年 一月、中華人民共和国海洋調査船﹁向陽号﹂が尖閣諸島海域
で日本領海を侵犯した。　
同年、中国の軍事力強化に対抗し
て﹁日米防衛ガイドライン﹂が採
択
された。
　
一九九八年六月、 ﹁中華人民共和国専管経済区及び大陸棚法﹂が制
定された
（浦野二一九頁）
。
　
江沢民国家主席は一九九八年 一月、来日し 歴史問題での日本の
反省を強い口調で要求し、反発を買った。　﹁外国﹂調査船による異常な行動は、一九九八年で中国船一四件、一九九九年、 中国船三〇件、 台湾船一件、 二〇〇〇年
（一二月三日現在）
、
中国船二〇件に及んだ
（浦野四頁）
。
　
日中は二〇〇〇年二月二七日、 ﹁日中新漁業協定﹂に調印した。
図８　台湾図　（清代、台湾回収時、1950年、
1972～1979年、各地図の台湾の範囲は同じ）
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二〇〇〇年中国人民解放軍総参謀部測絵局編刊﹃中華人民共和国地
図集﹄は、尖閣諸島を中国領土に入れていない
（浦野七九頁）
という。
　
江沢民発言
　　
中華人民共和国の江沢民は二〇〇一年一月頃、中央
軍事会議において﹁台湾海峡はかならず一戦がある﹂
（楊中美二六四頁）
と発言した。　
小泉純一郎首相は二〇〇一年八月一二日、靖国神社に参拝し、中国
はこれに抗議した。　
アメリカは二〇〇一年一二月、尖閣が攻撃されれば、日本を支持す
ると表明し、尖閣諸島は日米安保の適用対象であることを確認した。　「国防教育法」
　　
中華人民共和国は二〇〇一年、 ﹁国防教育法﹂を
制定した。二〇一〇年末までに全国二万校以上の小・中学校で﹁少年軍事学校﹂が開設され、高校・大学で実施されている軍事訓練には毎年二〇〇〇万人 参加している
（石平一二八頁）
とされる。
　
日本政府総務省は二〇〇二年一〇月、 古賀に対し、 尖閣三島
（魚釣島・
北小島・南小島）
の借地料を支払った
（保阪正康
・東郷和彦﹃日本の領土
問題︱︱北方四島・竹島・尖閣﹄一三六頁
　
角川書店
　
二〇一二年二月）
。
　
李登輝発言
　　
李登輝元台湾総統は二〇〇二年九月一六日、 ﹁尖閣
諸島は日本領﹂と発言し、九月二四日﹃沖縄タイムズ﹄がこれを報道した
（浦野二〇八頁）
。
　
二〇〇三年六月二三日、中国と香港の活動家が﹁日本政府が尖閣諸
島三島
（魚
うおつり
釣島・北小島・南小島）
の民有地借り上げを行なったことに
抗議﹂して尖閣諸島への上陸をめざしたが 上陸できなかった
（浦野
二一二頁）
。
　
中国人活動家上陸
　　
二〇〇四年三月二四日、七名の中国人活動家
が魚釣島に上陸し、 ﹁出入国管理法違反﹂で沖縄県警に逮捕され、那
覇に連行されたが、福岡入国管理局那覇支局は二六日、七名を上海に強制送還した。　
二〇〇四年反日騒動
　　
二〇〇四年七月、重慶でのサッカー・アジ
アカップ試合で反日騒動が起こった。　
二〇〇四年一 月中旬に中国青島を出航した中国海軍の漢級攻撃型
原子力潜水艦一隻が沖縄本島と宮
古島の間を通ってグアム島に接近し
た
のち、石垣島付近にもどり、一一月一〇日、尖閣諸島海域の領海を
侵犯し、 さらに宮古島と石垣島の 本領海を侵犯した
（浦野二一六頁）
。
　
二〇〇五年反日騒動
　　
二〇〇五年四月、北京サッカー試合や上海
などで反日騒動が起こり、 ﹁日本人﹂ あることを理由と 日本人に対する暴行事件が起こった。日本の国連常任理事国入り反対をめざした動きと見られた。中国政府は、中国国内外 日本の 連常任理事国入りを阻止 動きを行ない、アメリ も日本の国連常任理事国入りに反対
（斎藤道彦 ﹁中国の狂熱的民族主義と中国国内からの批判﹂
　﹃季
刊中国﹄第八二号
　
二〇〇五年九月）
。
　
二〇〇六年一〇月、安倍晋三首相が訪中し、 ﹁あいまい化戦略﹂で
日中関係は﹁正常化﹂された。　
二〇〇七年一月九日、日本の防衛庁は防衛省に昇格した。
　
二〇〇八年反日騒動
　　
中国各都市で反日騒動が起こった。胡
こきんとう
錦濤
国家主席が二〇〇八年五月、訪日 。同
月、中国公船は日本領海を
侵
犯した。
　
馬英九発言
　　
中国国民党馬英九総統は二〇〇八年六月一八日、総
統府記者招待会で、 ﹁釣魚台を守るため 一戦を惜しまない﹂
（黄銘俊
六八頁）
とぶち上げた。
　
二〇〇八年一〇月、中国の新型駆逐艦が初めて津軽海峡を通過し、
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日本を周回した
（石平一二二頁）
。
　
二〇〇八年一一月、中国の新型駆逐艦四隻が沖縄本島と宮古島の間
を抜けて太平洋に進出した
（石平一二二頁）
。
　
中華人民共和国海洋調査船二隻は二〇〇八年一二月八日、尖閣諸島
沖の日本領海を侵犯し、九時間半航行した
（東郷一三六頁）
。
　「実効支配」実績目標
　　
二〇〇八年一二月一〇日の中国各紙は、
中華人民共和国国家 洋局海監総隊の孫書賢副隊長が﹁領有権の争いがある海域では国際法上﹃実効支配﹄の実績が重要﹂ 、 中国も
（主張
するだけではなく）
管轄海域内で存在感を示し、有効な管轄を実現しな
ければならない﹂と語ったと報道した
（東郷一三六頁）
。中国が尖閣諸
島付近の領海を侵犯するの 、 ﹁実効支配﹂の﹁実績﹂づくりが目的であると公表したわけであ 。日本の元外交官東郷和彦
（京都産業大
学世界問題研究所長）
は、この発言に﹁仰天した﹂ 、 ﹁行き着く先は、武
力衝突の道しか残っていない﹂と語っている
（東郷一三六～一三七頁）
。
その通りの事態となったのである。　
中華人民共和国政府は二〇〇九年、 ﹁中華人民共和国海島保護法﹂
を公布し、海島の保護・開発・管理制度を確立し、海島 名称の確定と公布について規定を作った。　
二〇一〇年三月、中国の新型駆逐艦六隻が沖縄本島と宮古島の間を
抜けて太平洋に進出 た
（石平一二二頁）
。
　
二〇一〇年四月、中国の新型駆逐艦と潜水 計一〇隻が沖縄本島と
宮古島の間を抜けて太平洋に進出した
（石平一二二頁）
。
　
二〇一〇年七月、 中国の﹁ 防動員法﹂が施行された
（石平一二七頁）
。
　
中華人民共和国漁業監視船二隻は二〇一〇年八月二四日、尖閣諸島
付近の領海を侵犯し、九月二五日には尖閣諸島周辺 排他的経済水域
で無届けの調査活動を行なった
（東郷一四一頁）
。
　
二〇一〇年九月七日、尖閣諸島付近の日本領海に侵入した中国漁船
が日本の海上保安庁巡視船に体当たりするという事件が起こり、巡視船二隻が破損した
（小西・加藤七四頁）
。日本は、 同船船長を逮捕したが、
国内法による処罰をせずに釈放した。しかも、日本のマスコミはこれを中 漁 と海上保安庁船の﹁衝突﹂と報道し、中国船による﹁意図的な体当たり﹂であったという事実を伝えることを避けた。　
中華人民共和国は二〇一〇年、 ﹁海島保護法﹂によって尖閣諸島を
含む島々を国家管理地
（国有）
とした
（石平一五九頁）
。尖閣諸島を﹁国
有化﹂したのは、中国のほう 早い ある。　
日本の二〇一〇年一二月﹁防衛計画の大綱﹂は、こうした中国の動
きに対応し、 国防 重点 南方にシフトし
（東郷一四一頁）
。中国側は、
日本のこうした動きを﹁軍国主義の復活﹂ 、 ﹁日本政治の右傾化﹂と報道した。　
二〇一一年一月二七日、中国漁業監視船﹁漁政 ﹂が尖閣諸島
付近の接続水域内を航行
（石平六五頁）
。
　
二〇一一年三月九日、中国漁業監視船﹁漁政二〇二﹂が尖閣諸島付
近の接続水域内を航行しているのが確認された
（石平六六頁）
。
　
二〇一一年三月二六日、東シナ海の日中中間線付近で、中国 家海
洋局所属の海洋調査船搭載ヘリコプターが海上自衛隊護衛艦﹁いそゆき﹂に急接 した
（石平六六頁）
。二〇一一年一月二七日、中国漁業
監視船﹁漁政二〇一﹂が尖閣諸島付近の接続水域内に進入
（石平
六六頁）
。
　
二〇一一年六月八日、中国海軍の艦艇八隻が沖縄本島と宮古島の間
を通過した、と日本の防衛省が発表した
（石平六七頁）
。
２段縦_斎藤_尖閣諸島.indd   78 2014/05/14   14:48:22
79
斎藤：尖閣諸島問題をめぐる歴史
　
二〇一一年八月一七日頃、中国空軍戦闘機が東シナ海の日中中間線
を越え、海上自衛隊情報収集機を追尾した
（石平六七頁）
。
７．二〇一二年領海侵犯常態化　
二〇一二年が二〇一一年までとは区別される重大な転換の年となっ
たことは、ほぼ衆目の一致するところである。　
二〇一二年三月一六日、中国の海洋調査尖閣諸島・監視船二隻が尖
閣諸島沖の日本領海内に侵入した
（石平一三二頁）
。
　
中華人民共和国政府は、 ﹁中華人民共和国海島保護法﹂
（二〇〇九年
公布）
に基づき二〇一二年三月、釣魚島およびその部分の付属島嶼の
標準名称を公布した。　
石原慎太郎都知事は二〇一二年四月一六日、尖閣諸島を東京都が購
入するとの計画をアメリカで発表した。　
中国共産党対外連絡部長王
おうか
家瑞
ずい
は二〇一二年五月二二日、日本の民
主党江田五
さつき
月元参議院議長と会談し、 尖閣諸島は﹁中国の核心的利益﹂
と発言した
（石平八一頁）
。
　
野田佳彦首相は二〇一二年七月七日、尖閣諸島﹁国有化
﹂方針を発
表
した。
　
中国国土資源部
（省）
国家海洋局﹁海監総隊﹂孫書賢副総隊長は
二〇一二年七月一一日、 ﹁もし日本が釣魚島問題で挑発し続けるなら、一戦も辞さない﹂と発言した
（石平八七頁）
。
　
中国海軍の尹
いん
卓たく
少将は二〇一二年八月八日、日本が自衛隊を出動さ
せることがあれば、 ﹁中国海軍は、座視して、手をこまねいていることは絶対にしない﹂と述べた
（孫崎享﹃検証
　
尖閣問題﹄四四頁
　
岩波書
店
　
二〇一二年一二月）
。
　
香港﹁保釣運動﹂活動家数名は八月一五日、魚釣島に上陸して逮捕
されたが、処罰はされずに強制送還となった。　
丹にわ
羽宇一郎中国大使の公用車が八月二七日、北京で襲撃されるとい
う事件が起こった。　
胡こきんとう
錦濤国家主席は九月九日、エイペック
（ＡＰＥＣ）
で野田佳彦首
相に対し尖閣国有化に反対を表明した。　
尖閣三島国有化決定
　　
日本政府は二〇一二年九月一〇日、閣議で
尖閣三島
（魚釣島・北小島・南小島）
の国有化を決定した。
　「領海基線」公布
　
　
中華人民共和国政府は同日、 ﹁釣魚島およびそ
の付属島嶼の領海基線を公布した﹂と声明した
（張百新一三一～一三二
頁）
。これは当然、日本政府による尖閣諸島国有化をうけて作成され
たものではなく、 かなり前から準備され、 発表のタイミングをうかがってい あり、この機会を利用 たものである。　
アメリカは、しばらく沈黙していたが、八カ月後の二〇一三年五月
六日、 米国防総省は﹁議会向け年次報告書﹂で中国によ ﹁領海基線﹂の設定は﹁国際法に合致しない﹂と 態度表明を行なっ 。これにし、中国外交部
（外務省）
華かしゅんえい
春瑩副報道局長は二〇一三年五月七日、
これは﹁国際法に完全にかなっており﹂ ﹁中国の軍事脅威論をあおっている﹂と 反論﹂した。　
日本政府は九月一一日、 尖閣三島を二〇億五〇〇〇万円で購入した。
その意図は、国が直接管理すること よって日中間の紛争 発生を防止すること、つまり日本政府は実効支
配を強化するようないかなる行
為
もしない、日本人の上陸もさせない 何もしないことを保証する、
というものであった。　
そのことは、中国当局はわかっていたに違 ないが、これを利用す
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ることに決めたのである。ジョセフ・ナイ米元国防次官も、 中国は﹁誰の目にも明らかな野田首相の尖閣購入のわけを無視することに決めた﹂
（ ﹃中央公論﹄二〇一三年四月号）
と明快に指摘している。
　
中国政府はただちに日本政府に﹁抗議﹂したほか、 全国青年連合会・
全国学生連合会などが﹁抗議﹂声明を発表し
（人民日報北京九月一二日
電）
、中華全国総工会・中華全国婦女連合会などが﹁抗議﹂声明を発
表した
（人民日報北京九月一三日電）
。
　
中華人民共和国政府は二〇一二年九月一三日、国連事務総長に対し
﹁釣魚島およびその付属島嶼の領海基線の座標表と海図﹂を提出した。中華人民共和国外交部は九月一三日、国連大陸棚限界委員会に中国の﹁排他的経済水域﹂を、日中中間線を越え、沖縄トラフまでとする﹁大陸棚自然延長案﹂を提出すると発表し 。　「中国共産党中央海洋権益維持工作指導小組」
　　
反日騒動に先立
ち、 ﹁中国共産党中央海洋権益維持工作指導小組 が九月一四日、設置された。組長
は、二〇一二年一一月の中国共産党第一八回大会で党
総
書記・党軍事委員会主席に選出される習近平であった。この小組は、
無線・テレビ電話で直接現場の監視船や部隊にリアルタイムで指揮ができる
（二〇一三年二月四日﹃朝日新聞﹄ ）
という。設置したのは、中国
共産党中央委員会政治局常務委員会であるに違いない。これ 、政治局常務委員会のもとに尖閣諸島問題を含む西太平洋問題全体を取り仕切る専門部局となったのであり 以後常態化する 国公船による領海侵犯および中国航空機による領空侵犯、日本自衛隊艦船 対する火器管制レーダーの照射などはすべて習近平の直接指揮下に置かれた可能性が高いということである。　
中国政策科学研究会彭光謙少将は二〇一二年九月一四日、 ﹁自衛隊
が釣魚島
︹尖閣諸島〕
に上陸すれば、一線を越えたことになる。軍は
いつでも使命を履行できる﹂ と述べた。中国人民解放軍徐光裕少将は、﹁海上自衛隊が釣魚島の一二海里内に入るか、中国の
民間船を攻撃す
れ
ば、 断固として軍事行動を取る﹂と述べた
（孫崎享﹃検証
　
尖閣問題﹄
四三頁）
。
　
二〇一二年九月反日騒動
　　
中国各都市では、反日騒動が九月一五
日、五〇都市で始まり、一八日までに計一〇〇都市とも一二五都市とも言われるが、日本企業・店舗が襲撃され、山東省青島のジャスコ黄島店
（被害額五〇億円と言われる）
、湖南省長沙市の平和堂
（被害額
三五億円と言われる）
、江蘇省蘇州の泉屋百貨その他が打ち壊され、放
火され、商品が略奪された。中国在留の日本人および日本車を運転していた中国人も暴行さ た。九月一六日には、広州・日本総領事館の入っ るホテルに 徒が侵入し 騒動は、九月一九日には一斉にひいた。始まり方といい終わり方といい きわめて統制のとれた動きだったのは当然で、政治局常務委員会のもとに設置された﹁中国共産党中央海洋権益維持工作指導小組﹂
（組長
?
習近平）
が陣頭指揮をとっ
ていたのである
（図９、
10、
11）。
　
二〇一二年九月二
九日は、 日中国交正常化四〇周年にあたっていた。
その祝賀行事が予定されていたにもかかわらず、九月一〇日の日本政府による尖閣諸島国有化決定をきっかけとして、中国では日中国交樹立以来、最大規模の反日騒動が組織されたが、これだけに目を奪われてはならない。　
パネッタ米国防長官は九月 八日
（豊下一五頁では一七日）
、①尖閣
は日米安保の適用対象である、②アメリカは領土紛争について ずれをも支持しない、と表明した。従来方針 確認である
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中華人民共和国梁光烈国防相は、中国訪問中のパネッタ米国防長官
との会談において、 ﹁
（軍は）
さらなる行動を起こす権利を留保してい
る﹂ 述べた
（九月一九日﹃日本経済新聞﹄ 。孫崎﹃検証
　
尖閣問題﹄四三
頁による）
。
　
日本共産党は、この発言は﹁武力行使の示唆と理解されるもの﹂と
言い、 ﹁中国側に自制を求めた﹂
（田川実、 ﹃月刊学習﹄二〇一二年一一月号）
という。　
北京に所在する中国国家図書館は、所蔵の﹃使琉球録﹄ 、 ﹃ 山伝信
録﹄ 、 ﹃琉球入学聞見録﹄ 、 ﹃筹
ちゅう
海図編﹄ 、 ﹃武備志﹄ 、 ﹃重修台湾府志﹄ 、
向達校注﹃両種海道針経﹄ 、井上清﹃釣魚島：歴史と主権﹄ 、 ﹃釣魚島等島嶼の歴史と帰属問題﹄
（井上書を二冊としている）
などの尖閣諸島
関連史料の展示会を行なった
（二〇一二年九月一八日﹃人民日報﹄ ）
。
　
柳条湖事件
（九・一八。一九三一年）
記念日の九月一八日には大規模
な反日騒動が起こると予想されてい が、起こらず それ
以降は、街
頭
での反日騒動は収まった。中共中央政治局常務委員会が 騒動を停
止させたのである。　
九月一八日には中国の漁船団一〇〇〇隻が来ると報道された。それ
は、実行されなかったものの、七〇〇隻は東シナ 日中中間海域まで来ていた
（山田吉彦。石平一六三頁）
という。
　
二〇一二年九月二五日には、台湾漁船等四〇～五 尖閣領海を
侵犯したが、その資金は中国が提供したと言われる。　
二〇一二年九月 六日﹃人民 報﹄は、中国国務院新聞事務室の文
書を発表し、従来の中国側の論点を集大成した
（新華社北京九月二五日
電）
。
　
楊ようけつち
潔篪演説
　　
中華人民共和国外交部長楊潔篪は二〇一二年九月
図９　ステッカー「出ていけ日
本！ 釣魚島はわれら中国のもの
だ」
図10　ステッカー「日本車には断乎道を譲らない　毛沢東」
図11　ステッカ 「ー日本車は中国製なんだぞ！」
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二七日、 国連総会での演説で ﹁日本は釣魚島を盗み取った﹂ と非難した。　
二〇一二年一〇月一五日には上海で、日本語で会話していた日本人
と中国人が暴行を受けた。　
アメリカ政府クリントン国務長官は二〇一二年一〇月、民主・共和
両政権の四人の元政府当局者
（アーミテージ元国務副長官、ジョセフ・ナ
イ元国防次官補、ハドレー元国家安全保障担当大統領補佐官、スタインバーグ前国務副長官）
を東京・北京に派遣した。ジョセフ・ナイによれば、
中国﹁首脳部﹂は﹁日本は右翼軍 主義ナショナリズムの時代に入りつつある。尖閣買い上げは カイロ・ポツダム両宣言を含む第二次大戦の合意をないがしろにする過程を始めようとする日本の意図的な動きだ﹂と語ったと う
（ ﹃中央公論﹄二〇一三年四月号）
。
　
中共第一八回党大会
　　
中国共産党第一八回大会は二〇一二年一一
月一五日、習近平を総書記とする七名の中央委員会 治局常務委員会を選出した。　
領空侵犯
　　
二〇一二年一二月
一三日には、中国海監航空機がはじ
め
て尖閣諸島領空を侵犯し、日本側は自衛隊機Ｆ
15戦闘機八機をスク
ランブル発進させる事態となった。中国は、 ﹁中国機の飛行は正当な行為であり、自衛隊機が中国領空を侵犯し ﹂と主張した。独善にもほどがある。アメリカ政府は直接、中国に対 、尖閣諸島は日米安保の適用対象と伝えた。　
中国国内における二〇一二年九月反日騒動の暴力行為も問題ではあ
るが、それよりももっと重要なのは九 以来、中国漁船・海洋監視船・漁業監視船が頻繁に日本の尖閣領海を侵犯し、一二月一三日、領空侵犯まで始めたことである。中国は、中国 領空を飛んだまでだ うそぶき、警戒に飛び立った自衛隊機が中国 空 たと非難し
事態は、次第に深刻化しつつある。　
アメリカ議会下院は二〇一二年一二月二〇日、 ﹁第三者による一方
的行動は、日本が尖閣諸島の施政権を持っているというアメリカの認識にいかなる影響も与えない﹂ 、
日米安全保障条約が尖閣諸島に適用
さ
れることについて﹁条約に基づく日本政府への責任を再確認する﹂
との条項を含む ﹁二〇一三会計年度
（二〇一二年一〇月～二〇一三年九月）
国防権限法案追加修正案﹂を可決し、上院も翌二一日、可決した。事態の重大性を認識したアメリカ議会の意思表示であった。　
南沙群島
　　
現在、南沙群島二三五島
（礁・沙・灘中を含む）
のうち、
ベトナムが三〇、フィリピンが一〇、中華人民共和国が七 マレーシアが三、インドネシアが二、台湾 二、ブルネイ 一を把握している（楊中美一一二頁）
。
　
軍事威嚇
　　
中華人民共和国全国海洋工作会議は二〇一三年一月
一〇日、 沖縄県尖閣諸島周辺海域で パトロールの常態化を 定した。それは、 本領海侵犯を持続的に行なうとの方針の明示である。　
二〇一三年一月一四日中国人民解放軍機関紙﹃解放軍報﹄は、軍総
参謀部が全軍に﹁戦争の準備をせよ﹂という指示 出したことを伝えた
（二〇一三年二月四日﹃朝日新聞﹄ ）
。これも、現状では北朝鮮なみの
軍事威嚇レベルに属するが、戦争にいつ突入するかわからないほどの瀬戸際状況にあることは軽視すべきではない。　
二〇一三年一月一八日、岸田文雄外務大臣とアメリカのクリントン
国務長官との会談において、クリントン国務長官 問題 関連して﹁日本の施政権を損な うとするいかなる一方的な行為にも反対する﹂と中 の戦争挑発行為 反対を表明した。これは、尖閣戦争を未然に防止する上で重要な平和への貢献 な ことが期待されたが、中
２段縦_斎藤_尖閣諸島.indd   82 2014/05/14   14:48:24
83
斎藤：尖閣諸島問題をめぐる歴史
国側の挑発行為はとどまるところを知らないようである。　
米軍は二〇一三年一月一〇日、尖閣諸島空域で空中警戒管制機
（Ａ
ＷＡＣＳ）
を飛行させていたが、中国空軍南京軍区戦闘機﹁殲
せん
10﹂二
機が接近し、執拗に追尾した
（二〇一三年二月六日﹃朝日新聞﹄ ）
。
　
中国海軍東海艦隊
（司令部、浙江省寧
ニン
波ポー
）
は二〇一三年一月一七日、
東シナ海でミサイル演習を実施した。同月二九日、北海艦隊
（司令部、
山東省青島）
の艦艇三隻が西太平洋で演習を開始した。 中国軍関係者は、
﹁すでに日本との臨戦態勢に入った﹂と語った
（二〇一三年二月六日﹃朝
日新聞﹄ ）
。
　
火器管制射撃用レーダー照射
　　
中国軍艦は二〇一三年一月一九
日、 護衛艦﹁おおなみ﹂発進のヘリコプター 火器管制射撃用レーダーを照射したと見られる。　
二〇一三年一月二九日、中国山東省青島を出航した北海艦隊の艦艇
と推定されている中国軍艦フリゲート艦は二〇一三年一月三〇日、東シナ海の尖閣諸島北方百数十
㎞の公海上で目視可能な三キロ地点から
海
上自衛隊護衛艦﹁ゆうだち﹂に火器管制射撃用レーダーを照射した。
日本政府はこれに﹁抗議﹂したが、中国政府は﹁知らない﹂ととぼけた。 ﹁抗議﹂するだけではなく、 ﹁責任者の処罰﹂を要求すべきであった。この中国軍艦は一月三一 、沖縄本島と宮古島 間を通過し
（二〇一三年二月六日﹃朝日新聞﹄ ）
。
　
この行為は、戦争中に戦闘行為としてするものであり、平時には考
えられないほどの異常事態であった。中国軍 、日本自衛隊に向けて銃の引き金に指をかけたのだ。 少し指を引くだけで 戦争の開始と る。　
中国中央テレビ
（ＣＣＴＶ）
は二〇一三年二月六日、七日、 ﹁今日関
注﹂
（今日の関心）
という番組で﹁中国軍艦に対する自衛隊護衛艦によ
る執拗な追尾に ﹃礼は往来を尚
とうと
ぶ﹄ ﹂ との表現で ﹁お返しをしただけだ﹂
と解説していたが、二月八日、中国国防部は事実そのものを否定し、﹁一方的に虚偽の
状況を発表し、 日
本政府高官が無責任な発言を行なっ
た。 ﹃中国脅威論﹄を煽
あお
り、国際世論を誤った方向に導いた﹂ 、 ﹁最近、
日本側は中国軍の正常な訓練活動を歪曲し 泥を塗るような事実と異なる発言をしている﹂ 、 ﹁捏
ねつぞう
造だ﹂としらを切った。
　
二〇〇八年毒餃子事件の否認に続くものだが、否認すれば事実が消
えるわけではない。否認すれば 事実そのものがなくなるという中国的特色のある﹁中国脅威論﹂批判の理屈である。中国は、現実に東シナ海・南シナ海の平和を脅かしており、 脅威﹂となってい のであ 。　
二〇一二年九月から二〇一三年一月までで、中国公船による日本の
接続水域への進入は計九二日、四六二隻、うち日本領海侵犯は計二五日、二〇一二年中国機に対する航空自衛隊戦闘機 スクランブル回数は九一回、 領空侵犯一回に達してい
（二〇一三年二月四日﹃朝日新聞﹄ ）
。
中国による戦争挑発は、じわじわと深刻化している。　
中華人
民共和国は二〇一三年三月九日、今後、尖閣諸島に対する測
量
調査を行なう計画があると発表した。
　
まさに、ジョセフ・ナイ元米国防次官補が言うように﹁単なる無人
島をめぐっての小競り合い以上のことが起きつつある﹂
（ ﹃中央公論﹄
二〇一三年四月号）
のである。
　
二〇一二年～二〇一三年は、一九四五年以降の日本戦後史を画する
年となった。鄧小平は一九八〇年代に﹁韜
とうこう
光養
よう
晦かい
﹂
?
﹁鷹
たか
は爪
つめ
を隠さ
なければ らない﹂という趣旨の発言をしていたが、中華人民共和国という鷹はついに爪をむき出し始めたのである。こ 明々白々たる現実に、目をつぶっては らない。
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日本と台湾は二〇一三年四月一〇日、日台漁業協定を締結した。こ
れは、台湾漁民の不満を解消するためには大局的には正しいが、沖縄漁民が操業の安全に不安があると訴えており、さらに沖縄漁民の操業権を保障する措置について台湾との合意が必要である。　
二〇一三年四月二三日、中国公船が二〇一二年九月以来最多の八隻
が同時に尖閣領海に侵入し、中国軍戦闘機も尖閣諸島に接近した日本の保守系団体メンバーが乗る漁船に接近した。　
中華人民共和国は二〇一三年七月二二日、 安部辺防部・農業部魚
政局・海関総署緝私局 統合して﹁中国海警局﹂を設立し、東シナ海・南シナ海の管轄担当を一本化し、そのもとに北海・東海・南海の三分局を設置した。　
アメリカ上院本会議は二〇一三年七月二九日、沖縄県尖閣諸島をめ
ぐる中国の挑発行為などを牽制する決議を全会一致で採択した。その要点は、①中国による日本艦艇への火器管制レーダー照射など危険な出来事
が多発している、②アメリカ政府は日本の施政権を損なう尖閣
へ
のいかなる一方的な行為にも反対する、③アメリカは日本の施政下
にある領土への攻撃には日米安全保障条約に基づき対応する、④南シナ海・東シナ海の現状変更のために軍事力や強制力、脅迫手段を使うことを非難す 、⑤米軍が﹁航行の自由﹂を守り、平和と安定を維持するための活動を支持する、というも であった。中国の東シナ海・南シナ海における行動の危険性に関する民主党・共和党の認識は一致していることを示している。
（二〇一三年八月二日）
（経済学部教授・中国の文化と思想）
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